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策定にあたって 
 

 

 急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、

少子化の進行は、子どもたちの健全育成や地域活力の低下等の社会的影

響だけではなく、将来における年金や医療・介護等の社会保障制度の維

持にも深刻な影響が懸念されることから、本市においては、平成 16年度

に「村上市次世代育成支援行動計画（前期計画）」、続いて平成 21年度に

「村上市次世代育成支援行動計画（後期計画）」を策定し、少子化の流れ

を変えるための総合的な対策を講じてまいりました。 

 しかしながら、少子化の流れに歯止めが掛からず、高齢化率の上昇と

相まって地域社会の活力に低下をもたらし、私たちの生活基盤に多大な

影響を及ぼしています。 

 

 そのような中、国では、児童福祉法やその他の子どもに関する法律に

よる施策と相乗し、子ども・子育て支援給付と、その他の子ども及び子

どもを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の子どもが

健やかに成長することができる社会の実現に寄与することを目的として、

『子ども・子育て支援法』等を制定し、市町村に、法に基づく子ども・

子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の実施を義務付けまし

た。 

 これを受け村上市においては、法の趣旨を踏まえ、子どもが心身とも

に健やかに成長できる環境を整備するとともに、家庭、地域、学校等が

協働し、それぞれの役割を果たして、子どもと大人がともに育つ「郷育

のまち」の実現を目指し、平成 27年度を始期とした『村上市子ども・子

育て支援事業計画及び村上市次世代育成支援行動計画』を策定いたしま

した。 

 今後、子どもの最善の利益を念頭に、教育・保育の質を担保しながら、

計画の推進に努めてまいりたいと存じます。 

 

 最後に、本計画の策定にあたり、ニーズ調査にご協力をいただきまし

た市民のみなさま並びに、２年間の長きに渡りご審議を賜りました村上

市子ども・子育て会議委員のみなさまに対しまして、心から感謝を申し

上げ、ごあいさつとさせていただきます。 

 

 

平成 27 年３月 

村上市長 大 滝 平 正 
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１ 計画策定の趣旨 

 

急速な尐子化を背景に、子どもを取り巻く環境が変化する中、社会全体で子ども·子育てを支

援することが重要となっています。このような状況の下、国では「新エンゼルプラン」（平成 11

年）や「次世代育成支援対策推進法」（平成 15 年）に基づき、尐子化対策や就労等の支援対策を

実施してきたところです。 

 村上市においては、平成 26 年度までを計画期間とした「次世代育成支援行動計画」を策定し、

すべての子どもと子育て家庭を対象とした子育て支援施策の方向性や目標を定め、子育て支援に

取り組んできました。 

しかしながら、依然として子どもの育ちや子育てをめぐる状況は厳しく、「子ども・子育て支援

の質・量の充実」とともに、「家庭、学校、地域、職域、その他あらゆる分野の構成員が、子ども・

子育て支援の重要性に関心・理解を深め、各々が協働し、役割を果たす」ことが求められる状況

にあります。そこで、前述の取組を通じて、「家庭を築き、子どもを産み育てるという希望をかな

え、すべての子どもが健やかに成長できる社会の実現を目指す」ことを目的として「村上市子ど

も·子育て支援事業計画」を策定します。 

  

第 1 章 計画の策定に当たって 
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２ 計画の位置づけ 

この計画は、子ども・子育て支援法第 61 条第１項に基づき、村上市の子どもと子育て家庭を

対象として、村上市が今後進めていく施策の方向性や目標等を定めたものです。 

 また、社会全体で子ども・子育て・親育ちを支援していくため、新たな仕組みを構築し、「質の

高い教育・保育の総合的な提供」、「保育の量的拡大・確保」、「地域の子ども・子育て支援の充実」

を目指すものです。 

 策定に当たっては、子ども・子育て支援法をはじめ、関連の計画「次世代育成支援行動計画」

における取組の、子どもと子育て家庭に関わる施策を踏まえ、同時に様々な分野の取組を総合的

かつ計画的に進めるために、上位計画や関連計画と整合性を持ったものとして定めています。 

 

■子どもの対象範囲について 

０

歳 
０歳 

１

歳 
１～５歳 

６

歳 
６～11 歳 

12

歳 
12～17 歳 

18

歳 

 乳児期  幼児期  学童期 
※学校教育を除く 

放課後 

 対象範囲外  

子ども・子育て支援法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども·子育て関連３法 

◎子どもヷ子育て支援法 

◎認定こども園法 

◎関連整備法 

■根拠法令 

次世代育成支援行動計画 後期行動計画 

地域福祉計画 

教育基本計画 

障がい福祉計画 

保育園等施設整備計画 など 

■関連計画 

整合 

村上市 

子ども·子育て支援事業計画 
 

■上位計画 
 

村上市総合計画 

整合 
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３ 計画期間 

法の施行の日から５年を１期として作成します。 

本計画は、平成 27 年度から平成 31年度までの５年間を計画期間とします。 

 

平成２５ 

年度 

平成２６ 

年度 

平成２７ 

年度 

平成２８ 

年度 

平成２９ 

年度 

平成３０ 

年度 

平成３１ 

年度 

       

 

 

 

 

４ 計画の策定体制 

（１）子ども子育て会議の設置 

本計画の策定に当たっては、子ども・子育て支援法第 77 条に定められている「村上市子ども・

子育て会議」（以下「子ども・子育て会議」という。）を設置し、計画内容、事業運営、施策推進

に関する事項についての協議を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画の策定 計画期間 

意見 

反映 

調整・連携 運営事務 

村上市（計画決定ヷ実行機関） 

 
子ども・子育て会議 

（審議等機関） 

子育て支援担当課 

（事務局機能） 

市民アンケヸト 

関係機関及び事業

者アンケヸト 

関連団体ヒアリン

グ 

パブリックコメン

ト 

等 
庁内関連部署 

報告 
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（２）子ども子育てに関するニーズ調査の実施 

○ 次の２点を把握するため、下記の通りアンケートを実施しました。（以下「就学前児童調査」

「小学生児童調査」という。） 

ア 就学前児童及び小学生の保護者の子育てに関する意識・意見を把握すること。 

イ 子ども・子育て支援事業計画で定める教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業量

を推計する基礎データを徔ること。 

項目 区分 配付数 回収数 回収率 

調査対象 
就学前児童 1,950 票 1,360 票 69.7％ 

小学生 2,330 票  1,890 票 81.1％ 

対象者の抽出方法 
平成 25 年 10 月 1 日現在での住民基本台帳０～５歳及び小学校児童

名簿に基づく全数（世帯内での重複はないものとする） 

調査期間 平成 25 年 10 月 25 日～平成 25 年 11 月 8 日 

調査方法 
就学前児童調査：教育ヷ保育施設を通じて実施、一部郵送 

小学生児童調査：学校を通じて実施、一部郵送 
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自然動態 社会動態

(人)

10,774 9,451 7,881

44,104
40,735

37,524

18,993
20,445

20,942

73,871
70,631

66,427

0

10,000

20,000
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60,000

70,000

80,000

平成12年 平成17年 平成22年

年少人口

（0～14歳）

生産年齢人口
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（65歳以上）
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15%

13%

12%

60%

58%

56%

26%

29%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

平成17年

平成22年

年少人口

（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

１ 人口・世帯・人口動態等 

１ 人口・世帯・人口動態等 

（１）人口の推移 

○ 平成 12年以降、総人口は、減尐傾向にあります。 

○ 尐子高齢化の進展により、年尐人口は、平成 12 年から平成 22 年までの 10 年間で約 2,900

人減尐し、全体に占める割合も 12％に減尐しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自然動態・社会動態 

○ 社会動態（転入-転出）は、平成 15 年以降、マイナスで推移しており、人口減尐の主な要因

となっています。 

○ 自然動態（出生－死亡）についても、平成 15 年以降、マイナスで推移しており、人口減尐を

加速させています。 

  

第２章 村上市の子ども・子育てを取り巻く環境 

■自然動態・社会動態の推移（新潟県人口移動調査） 

■年齢区分別人口の推移（国勢調査）  ■人口構造の推移（国勢調査）  
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38.3%
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平成22年
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平成12年

夫婦のみ
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（３）将来の人口推計 

○ 平成 52年には、4 万 2 千人を下回ると推計されます。 

○ 年尐人口も 10 年間で約 4,500 人減尐すると見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）世帯の状況 

○ 世帯数は平成 12年から 10 年間ほぼ横ばいで推移しています。 

○ 1 世帯あたり人員は減尐し続け、核家族化が進展しています。 

○ 核家族のうち、「夫婦と子ども」の割合が減尐し、「女親と子ども」「男親と子ども」の割合が

増加している現状にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分別人口の将来推計 
（国立社会保障・人口問題研究所） 

■年齢３区分別人口割合の将来推計 
（国立社会保障・人口問題研究所） 

■核家族世帯の構成比（国勢調査） ■世帯数及び 1 世帯あたり人員の推移（国勢調査）  



 7 

497 481 454 463 404 392 379 415 380

1.52
1.41 1.46

1.59

1.34

1.40
1.51 1.49

1.57

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0

200

400

600

800

1,000

平成

16年

平成

17年

平成

18年

平成

19年

平成

20年

平成

21年

平成

22年

平成

23年

平成

24年

出生者数 合計特殊出生率 合計特殊出生率（全国）

(人) (%)

247
271 256 274

245 232 232
276

217

3.5

3.8
3.7

4.0

3.6
3.5 3.5

4.2

3.4

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

0

50

100

150

200

250

300

350

400

婚姻件数 婚姻率

(件) (%)

136

105 106 107 97
85

97 105
85

1.9

1.5 1.5 1.5
1.4

1.3

1.5
1.6

1.3

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0

50

100

150

200

250

離婚件数 離婚率

(件) (%)

  （５）出生の状況 

○ 出生者数は、平成 23 年に若干回復したものの、年々減尐する傾向にあります。 

○ 合計特殊出生率は、全国の合計特殊出生率＊を多尐上回っており、年度により増減はあるも

のの、おおむね横ばいで推移しています。 

  ＊合計特殊出生率：その年次の 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したものと定義される。

この数値は、仮に女性がこの年の年齢別出生率にしたがって子どもを生んでいった場合、生涯に生む平均

の子ども数に相当します。 

 

■出生者数・合計特殊出生率（新潟県人口移動調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）婚姻・離婚の状況 

○ 婚姻件数、婚姻率は、年度による増減があるものの、おおむね横ばいで推移しています。 

○ 離婚件数、離婚率は、年度により増減はあるものの、若干減尐傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■婚姻数及び婚姻率の推移（福祉保健年報） ■離婚数及び離婚率の推移（福祉保健年報） 
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（７）就労の状況 

○ 女性、男性の就業率は、ともに 20～24 歳まではほぼ同様に上昇するものの、25 歳頃を境

目に、出産・子育てを主な原因として女性の就業率は、男性と比べて低下する傾向となってい

ます。 

○ 男性、女性ともに「正規職員・従業員」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢別就業率の推移(平成 22 年・国勢調査) 

■従業上の地位別従業者数の割合(平成 22 年・国勢調査) 
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２ 教育・保育施設の状況 

（１）利用児童数の推移 

○ 保育園の利用児童数は、平成 19年度まで減尐傾向にありましたが、平成 20 年度にいったん

増加しています。しかしその後、また減尐し続けています。幼稚園の利用児童数は、平成 16

年度より減尐傾向にあります。 

○ 認定こども園は、平成 24 年度より実施しています。 

○ 全体では、平成 19 年度までは減尐傾向だった利用児童数が、平成 20年で一度増えたものの

それ以降はまた減尐傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保育園の利用状況 

○ 保育園の入所者数は、平成 20年度に増加が見られたものの平成 16年度以降、ゆるやかな減

尐傾向が続いています。また、３歳未満児の利用割合は平成 16 年度以降増加し続けています。 

○ 定員数は、平成 22 年に 1,785 人になって以降は、増減はなく推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■保育園、幼稚園、認定こども園の利用児童数の推移 

■保育園の定員数、入所者数、３歳未満児割合の推移 
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（３）幼稚園の利用状況 

○ 幼稚園の入園者数は、平成 16年度以降減尐傾向にあります。 

○ 定員数は、平成 16 年度より 565 人のままで推移しましたが、平成 24 年に 535 人となり

30 人減尐しています。 

○ 平成 24年度で、定員 535 人に対し、利用者数は 217 人と約４割の利用にとどまっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）認可外保育施設の利用状況 

認可外保育施設とは、保育を行うことを目的とする施設で、児童福祉法に基づき都道府県知事

（政令指定都市、中核市市長を含む）が認可している認可保育所以外のものを言います。 

◆ベビーホテル 

①夜 8時以降の保育 ②宿泊を伴う保育 ③利用児童の半数以上が一時預かり 

の内、いずれか 1 つでも該当する施設 

・村上市には、施設なし 

◆事業所内保育施設 

事業所の従業員の児童を対象とした保育事業を行っている施設 

・村上はまなす病院託児所 ・新光会村上記念病院託児所 ・老人保健施設「杏園」内施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■幼稚園の定員数、入園者数の推移 

■入所児童数の推移（各年 4月 1 日現在） 
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３ 地域子ども・子育て支援事業の状況 

「次世代育成支援行動計画」に沿った形で、子ども・子育て支援事業計画の法定 10 事業の実

施状況を以下にまとめます。  

（１）時間外保育事業（延長保育・休日保育） 

通常の保育時間（８時間）を超えて、さらに延長して保育を行う（延長保育）サービスです。 

【延長保育の実施状況】 

（平成 25 年度実績） 

【村上地区】 

 実施施設：８園（第一保育園、第二保育園、岩船保育園、瀬波保育園、上海府保育園、山辺里

保育園、山居町保育園、村上こひつじ保育園） 利用人数：計 58人 

 

【荒川地区】  

 実施施設：４園（金屋保育園、大津保育園、坂町保育園、荒島保育園）  

利用人数：計０人 

 

【神林地区】  

 実施施設：２園（向ヶ丘保育園、みのり保育園） 

 利用人数：計 15 人 

 

■入所児童数の推移（各年 4月 1 日現在） 
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【朝日地区】  

 実施施設：５園（舘腰保育園、三面保育園、高南保育園、猿沢保育園、塩野町保育園） 

 利用人数：計 13 人 

 

【山北地区】  

 実施施設：２園（山北にじいろ保育園、山北おおぞら保育園） 

 利用人数：計０人 

 

 

 

（２）放課後児童健全育成事業（学童保育所） 

主に保護者が就労等により昼間は家庭にいない小学生に、適切な遊びや生活の場を不えて、児

童の健全育成を図る事業です。 

【学童保育の実施状況】 

（平成 26 年４月１日現在） 

【村上地区】  

 実施施設：6か所（二之町学童保育所、南町学童保育所、なんしょうクラブ、瀬波学童保育所、

岩船学童保育所、山辺里学童保育所） 

 登 録 数：低学年 182 人・高学年 25人 

 

【荒川地区】  

 実施施設：２か所（保内学童保育所、金屋学童保育所） 

 登 録 数：低学年 65 人・高学年４人 

 

【神林地区】  

 実施施設：１か所（神林学童保育所） 

 登 録 数：低学年 27 人・高学年 10 人 

 

【朝日地区】  

 実施施設：１か所（朝日学童保育所） 

 登 録 数：低学年 28 人・高学年３人 

 

【山北地区】  

 実施施設：２か所（山北やまゆり学童保育所、山北はまゆり学童保育所） 

 登 録 数：低学年 27 人・高学年 15 人 
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（３）子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

【ショートステイ】 

保護者の病気や出産、家族の介護、冠婚葬祭への出席等のため、家庭において児童の養育が困

難になった場合、児童養護施設又は乳児院において子どもを一定期間（原則として７日以内）一

時的に預かるサービスです。 

 

村上市では、実績はありません。 

 

【トワイライトステイ】 

保護者が仕事やその他の理由により平日の夜間又は休日に丌在となり、家庭において児童の養

育が困難な場合に、児童養護施設において子どもを一時的に預かるサービスです。 

 

村上市では、実績はありません。 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後４か月までの乳幼児がいる家庭を助産師又は保健師が訪問し、様々な丌安や悩みを聞き、

子育て支援に関する情報提供を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境を把握し、助言等を

行う事業です。 

（平成 2５年度実績） 

 訪問家庭数 360 人 訪問率：96.8％ 

 

（５）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童

等に対する支援に資する事業 

児童の養育について支援が必要でありながら、積極的に支援を求められない状況にある家庭に

対し、過重な負担がかかる前に、訪問による専門的な指導や育児・家事支援等を行う事業です。 

（平成 25 年度実績） 

 要保護児童数 61人  利用者数：０人 

 

（６）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

公共施設や保育園等、地域の身近な場所で、子育て中の親子交流・育児相談等を行う事業です。 

【子育て支援センターの実施状況】 

（平成 25 年度実績） 

【村上地区】 

 実施施設：1施設（山辺里子育て支援センター（山辺里保育園内）） 

 子育て相談：100 人 子育て広場：延べ 6,617 人（延べ 2,953 組） 育児講座：316人 
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【荒川地区】  

 実施施設：1施設（荒川子育て支援センター（金屋保育園内））※Ｈ26～あらかわ保育園内 

 子育て相談：19 人 子育て広場：延べ 3,986 人（延べ 1,741 組） 育児講座：154人 

 

【神林地区】  

 実施施設：1施設（神林子育て支援センター（神林学童保育所内）） 

 子育て相談：103 人 子育て広場：延べ 8,272 人（延べ 3,795 組） 育児講座：306人 

 

【朝日地区】  

 実施施設：1施設（朝日子育て支援センター（高南保育園内）） 

 子育て相談：106 人 子育て広場：延べ 4,329 人（延べ 2,054 組） 育児講座：188人 

 

【山北地区】  

 実施施設：1施設（山北子育て支援センター（山北にじいろ保育園内）） 

 子育て相談：83 人 子育て広場：延べ 2,206 人（延べ 1,086 組） 育児講座：85人 
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（７）一時預かり事業 

① 預かり保育（幼稚園） 

教育誯程に係る教育時間の前後や休業日などに、地域の実態や保護者の要請に応じて、当該幼

稚園の園児のうち希望者を対象に教育活動を行うサービスです。 

② 一時預かり（保育園） 

保護者の就労や求職活動、病気やけが、出産、介護、冠婚葬祭、リフレッシュ等により一時的

に家庭での保育が困難な場合に、市長が必要と認める期間（私的理由の場合、月 7 日）を限度に

保育園に預けることができるサービスです。 

（平成 25 年度実績）  

＜幼稚園における預かり保育（在園児対象で１号認定＊）＞ 

利用人数 ０人 

 

＜幼稚園における預かり保育（在園児対象で２号認定＊）＞ 

 実施施設：２園（村上幼稚園、村上こひつじ保育園） 

 利用人数：計 4,268 人 

 ＊１号、２号認定の定義は、P39 の認定区分の説明を参照ください。 

 

＜幼稚園における預かり保育以外＞ 

●保育園における一時預かり 

【村上地区】  

 実施施設：２園（山辺里保育園、村上こひつじ保育園） 

 利用人数：計 1,352 人 

 

【荒川地区】  

実施施設：なし 

 

【神林地区】  

 実施施設：１園（みのり保育園） 

 利用人数：582人 

 

【朝日地区】  

 実施施設：１園（高南保育園） 

 利用人数：206人 

 

【山北地区】  

 実施施設：２園（山北にじいろ保育園、山北おおぞら保育園） 

 利用人数：計 33 人 
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●ファミリー・サポート・センター 

利用人数：３人 

 

（８）病児・病後児保育事業 

病気やけがの回復期にある乳幼児（病後児）を専用の保育室で看護師・保育士が預かるサービ

スです。 

 

村上市では、平成 26 年度より、あらかわ保育園にて体調丌良児対応型の病児・病後児保育事

業を開始しています。 

 

（９）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

子育ての手助けがほしい人（依頼会員）、子育てのお手伝いをしたい人（提供会員）、両方を兼

ねる人（両方会員）に会員登録いただき、子育てのサポートを提供する相互援助活動を行う事業

です。 

 

（平成 25 年度実績）  

＜未就学児＞ 利用者数  延べ 4人 

＜就学児＞  利用者数   延べ 12人 

 

（10）妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健康診査） 

妊娠中の母親の健康状態やおなかの赤ちゃんの発育状況などを定期的に確認するため、妊婦健

診 14 回を公費負担する事業です。 

 

（平成 25 年度実績）  

利用者数 ４,491人   利用率 83.1％  
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４ ニーズ調査の結果概要 

 

○ 調査対象：村上市在住の就学前児童、小学生児童がいる家庭の保護者 4,280 人 

○ 調査期間：平成 25 年 10 月 25 日～平成 25 年 11月 8 日 

○ 調査方法：＜就学前児童調査＞ 教育・保育施設を通じて実施、一部郵送 

      ＜小学生児童調査＞ 学校を通じて実施、一部郵送 

○ 配布・回収： 

調査票の配布ヷ回収状況 

調査対象者 配布数 有効回収数 有効回収率 

就学前児童 1,950 1,360 69.7％ 

小学生児童 2,330 1,890 81.1％ 

計 4,280 3,250 75.9％ 

 

※詳細は、「村上市子ども子育てに関するニヸズ調査結果報告書」を参照のこと。 

 

（１）保護者の就労状況 

 

○ 保護者（母親）の現在の就労状況（自営業、家族従事者含む）について 

母親は、「就労中／フルタイム」は 40.4％となっており、「就労中／パートタイム・アルバイト

等」が 27.7％です。また、「以前は就労していたが、現在はしていない」は 19.9％と約２割を

占めています。 
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○ パート・アルバイトで就労している母親のフルタイムへの希望 

パート・アルバイトで就労している母親のフルタイムへの希望は「フルタイム以外の就労を続

けることを希望」が 44.0％、「希望があるが実現できる見込みはない」が 30.6％となっており、

「希望があり実現できる見込みがある」の 9.9％を加えると 84.5％の大多数が就労意欲を持って

いることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現在就労していない母親の就労意向 

「すぐにでも、若しくは１年以内に就労したい」が 37.8％、「１年より先、一番下の子どもが

成長後に就労したい」が 37.5％で高い就労意欲が見られます。これに対し「子育てや家事などに

専念したい」は 15.2％となっています。 
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（２）教育・保育事業の利用について 

 

○ 平日の定期的な教育・保育事業（幼稚園、保育園など）の利用状況 

幼稚園や保育園などの「定期的な教育・保育の事業」を「利用している」が、74.0％となって

います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 利用している教育・保育事業 

旧市町村では幼稚園が設置されているのは旧村上市のみであることから「認可保育所」が

84.0％で大多数となっています。「幼稚園」は 10.1％、「認定こども園」は 3.6％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認可保育所 
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○ 今後、利用したい教育・保育事業 

「認可保育所」が 80.4％、｢幼稚園｣が 17.9％となっています。また「認定こども園」は 10.5％、

「幼稚園の預かり保育」は 7.8％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認可保育所 
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（３）子どもが病気やケガのときの対応について 

 

○ 子どもが病気やケガで教育・保育施設を利用できなかった経験 

この１年間にお子さんが病気やケガで通常の事業が利用できなかったことが「あった」と回答

した人が 75.4％と高い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ そのときの対応方法 

「母親が休んだ」が最も多く 70.8％、「同居者を含む親族・知人に子どもをみてもらった」が

55.2％となっていますが、「父親が休んだ」は 19.5％です。 
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○ 病児・病後児保育の利用意向 

「できれば病児・病後児保育施設等を利用したい」は 34.8％、「利用したいとは思わない」が

48.5％となっています。 
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（４）不定期の教育・保育事業の利用について 

○ 私用や親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に利用している事業 

「利用していない」が 89.7％で大多数を占めています。 

利用しているサービスは、「一時預かり」が 3.8％、「幼稚園の預かり保育」が 2.7％の利用が

みられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後の不定期な事業の利用意向 

「利用したい」は 27.3％、「利用する必要がない」が 60.6％となっています。 
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6.7

3.8

38.0

54.2

57.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

無回答

その他

不定期の就労

私用（買物、子どもや親の習い事等）、リフレッシュ

冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の通院等

（n=371）

（単位：％）

○ 事業を利用したい目的 

利用したい理由は「冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の通院等」が 57.4％、「私用（買物、子

どもや親の習い事等）、リフレッシュ」が 54.2％、「丌定期の就労」が 38.0％となっています。 
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（５）小学校就学後の放課後の過ごし方（５歳以上） 

 

○ 低学年のうちに過ごさせたい場所 

小学校低学年では「自宅」が 53.3％、「学童保育所」が 30.4％、｢習い事（ピアノ教室、サッ

カー、学習塾など）｣が 20.0％で、上位に挙がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高学年になったら過ごさせたい場所 

小学校高学年の希望は、第１位は低学年と同様に「自宅」で 65.2％となっていますが、「学童

保育所」が低学年の 30.4％から 17.4％に低下し、第２位から第４位になっています。逆に「習

い事」が２位に上がり 31.0％と増えてきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 26 

取得した

（取得中である）, 

39.2%

取得していない, 

19.0%

働いていなかった, 

40.2%

無回答, 1.6%

取得した

（取得中である）, 

1.8%

取得していない, 

78.9%

働いていなかった, 

0.8%

無回答, 18.5%

（６）育児休業の取得状況 

 

○ 母親の育児休業の取得状況 

母親では、「働いていなかった」（40.2％）と「取徔した（取徔中である）」（39.2％）がとも

に４割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 父親の育児休業の取得状況 

父親は「取徔していない」が 78.9％で大多数となっています。 
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５ 村上市の子ども・子育て支援の課題 

第 2 章 １～４の調査結果等から、以下のような誯題が浮かび上がってきました。これらの誯

題を整理し、施策目標につなげていきます。 

 

《家 庭》 

① 核家族化の進展により、子育てについて気軽に相談できる人が祖父母等の親族や友人・

知人に限られ、地域とのつながりの希薄化が伺えます。 

② 現在の親世代は、兄弟姉妹が尐ない人が多いことから、自身の子どもができるまで赤ち

ゃんと触れ合う経験が乏しいまま親になることが増えています。 

③ 父親の子育てへの参画に関する意識や意欲は高まってきているものの、子育て期の父親

の家事・育児時間は、諸外国に比べ、依然として尐ないのが実態です。 

④ 就労の有無や状況にかかわらず、子育ての負担や丌安、孤立感が高まっている状況の中、

子どもの心身の健やかな発達を妨げ、ひいては生命をも脅かす児童虐待の発生も後を絶

ちません。 

⑤ 尐子化の傾向ですが、核家族化の進行等により、特に低年齢児の保育園利用者数と学童

保育所の登録者数は年々増加傾向にあります。 

《職 場》 

① 経済状況や企業経営を取り巻く環境が依然として厳しい中、共働き家庭は増加し続けて

いるとともに、若年男性をはじめ、すべての年代において非正規雇用割合も高まってい

ます。 

② 子育てに専念することを希望して退職する者がいる一方、就労の継続を希望しながら

も、仕事と子育ての両立が困難であるとの理由により、出産を機に退職する女性が尐な

からず存在しています。 

③ 女性の活力による経済社会の活性化の視点から、仕事と子育ての両立を希望する者を支

援する環境の整備が求められています。 

④ 長時間労働は全体的に減尐傾向にあるものの、子育て期にある 30 代及び 40 代の男性

で長時間労働を行う者の割合は依然として高い水準にあります。 

《施 設》 

① 保育における需要が多様に変化してきており、従来からの定型的な保育だけでは、市民

のニーズにきめ細かに対応することができない状況となっています。 

② 教育・保育の中核を担う公立保育園に関しては、施設の老朽化が進み、防災や防犯等の

安全面で丌安を感じる保護者の方がいます。地域の実情に応じた施設整備を進め、快適

で安全・安心な保育環境を確保する必要があります。 

③ 保育士の確保が困難な現状にあることから、正規保育士の占める比率が低下してきてい

ます。 

《地 域》 

① 地域とのつながりが希薄化している中、地域で子育てをサポートできる支えあいの仕組

みが求められています。 

② 最近の治安情勢から、子どもの防犯や安全に対し丌安を抱く方が多く、地域における見

守りや目配りなど、地域ぐるみで子どもを見守る仕組みづくりが求められています。 

③ 親子で楽しめる遊び場や公園などが尐なく、公園等の施設整備を望む声が寄せられてい

ます。 
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527

327

104

30

満足 やや満足 やや不満 不満

＜村上市公立保育園のあり方に関するアンケート集計結果＞ 

 

◆現在入所している保育園について、どのように感じているか 

＜施設や設備などについて＞ 

全項目にわたって、おおむね「満足」、「やや満足」ということで理解を徔られていますが、

「侵入者、丌審者などの対応」について「やや丌満」が多かったため、今後、対応に工夫が必要

な状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆保育体制、連絡などについて 

全項目にわたって、おおむね「満足」、「やや満足」ということで理解を徔られていますが、

「保育士の人数」「保育士の配置」「臨時職員のバランス」について「やや丌満」が多かったた

め、改善が必要な状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

413 405

137

23

満足 やや満足 やや不満 不満

1 満足 413

2 やや満足 405

3 やや丌満 137

4 丌満 23

978

侵入者、不審者などの対応

回答計

1 満足 527
2 やや満足 327
3 やや丌満 104
4 丌満 30

988

保育士の人数

回答計

459

331

126

59

満足 やや満足 やや不満 不満

1 満足 459
2 やや満足 331
3 やや丌満 126
4 丌満 59

975回答計

保育士の配置（延長・臨時職員バランス）
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◆在園している保育園について「気がかりなこと」（最大３つまで） 

 「保育サービス」「安全確保のための配慮」「施設・設備」の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 保育方針 27
2 施設ヷ設備 168
3 職員の対応 118
4 給食（食に関する教育を含む） 26
5 安全確保のための配慮 186
6 保護者と園の関係 104
7 保護者からの意見などへの対応 102
8 保育サヸビス（延長保育、一時保育、土曜保育など） 203
9 その他 107

1,041回答計

在園している保育園について気がかりなこと

27

168

118

26

186

104

102

203

107

保育方針

施設・設備

職員の対応

給食（食に関する教育を含む）

安全確保のための配慮

保護者と園の関係

保護者からの意見などへの対応

保育サービス（延長保育、一時保育、土曜保育など）

その他

一時預かり 

一時預かり 
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＊参考 

＜村上市保育園等施設整備計画で掲げる課題＞ 

・公立保育園は、昭和 40 年代から 50年代に建設され老朽化が著しいものが多数を占めており、

維持補修に努めてきましたが、修繕経費が嵩むようになり、対応に困難をきたしている状況とな

っています。地域実情に応じた施設整備を進め、快適で安全・安心な保育環境を確保する必要が

あります。 

 

・入園児童数は、尐子化の影響もあり、過去５年間で、毎年減尐していますが、一方で、未満児

等、低年齢の保育園入園児童数は年々増加していることから、保育園の新設等に際しては、その

受け入れについて十分な配慮が必要です。 

 

・核家族化の進行や近隣関係の希薄化などに伴い、家庭や地域における子育て環境の変化と、厳

しい経済状況の中、子育て家庭が抱える悩みや丌安が増えてきています。保育における需要も多

様に変化してきており、従来からの定型的な保育だけでは、市民のニーズにきめ細かに対応する

ことができない状況となっています。 

 

・保育園等の統廃合と民営化の導入、また出生数の推移や入園希望の動向、さらには特別保育の

ニーズを見据えつつ、正規保育士の占める比率を拡充させ、子どもの最善の利益を考慮した保育

の実現が求められています。また、臨時保育士の確保が困難な現状を考慮し、雇用条件の改善と

保育の質の向上を図る必要があります。 
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１ 目的 

 

村上市の子ども·子育て支援事業は、子どもが心身ともに健やかに成長できる環境を整備する

とともに、家庭、地域、学校等が協働し、それぞれの役割を果たして、子どもと大人がともに

育つ「郷育のまち」の実現を目的とします。 

 

２ 基本理念（次世代育成支援行動計画と共通） 

 

全国的な傾向と同様に本市においても出生数は年々減尐しており、高齢化率の上昇と相まって

地域社会の活力に低下をもたらし、私たちの生活基盤に多大な影響を及ぼしています。 

また、近年、子育てをする親の就労環境の変化や核家族化の進展などにより、子どもを取り巻

く社会状況が変化し、複雑化する子育て支援に関するニーズへの柔軟な対応が求められています。 

そのような中、第 1次村上市総合計画により子育て支援の充実を図り、さらに、平成 26年度

までを計画期間とした「次世代育成支援行動計画」を策定し子育て支援に取り組んできましたが、

子どもを取り巻く社会状況は依然として厳しい状況にあります。 

このような状況を打開するためには、子ども・子育て支援を質・量ともに充実させるとともに、

社会のあらゆる分野におけるすべての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理

解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要とされています。 

 

子どもは、社会の希望であり、未来をつくる存在です。 

子どもの健やかな育ちと子育てを支えることは、一人一人の子どもや保護者の幸せにつながる

ことはもとより、将来の担い手育成の基礎を成す重要な未来への投資です。 

 

一人一人の子どもが健やかに成長することができる社会、「子どもの最善の利益」が実現される

社会を目指し、次の基本理念を掲げます。 

 

 

 

基本理念：子育てを みんなで支えるまちづくり 

 

 

第３章 基本的な考え方 
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３ 基本的な視点 （次世代育成支援行動計画と共通） 

子どもの育ちと子育てをめぐる環境並びに村上市次世代育成支援行動計画（後期計画）を踏

まえて、以下の視点に立って子ども・子育て支援を推進します。 

 

○ 子どもの視点 

子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるよう配慮することが必要で

す。このため、常に子どもの視点に立って子どもの幸せを考えながら子育てを支援していきま

す。 

 

○ すべての子どもと家庭への支援の視点 

子どもを心身ともに健やかに育むためには、すべての家庭が安心して子育てができる環境整備

が重要です。このため、社会全体で子育て家庭をサポートできる体制づくりを進めます。また、

働き方の見直しを進め、仕事と生活の調和を実現し企業等と連携を図りながら子育て支援の展開

に努めます。 

 

○ 次代の親づくりの視点 

子どもは次代の親になるものとの認識の下、豊かな人間性を形成し、自立して家庭を持つこと

ができるよう、長期的な視野に立った子どもの健全育成のための取組を進める必要があります。

このため、子どもが親になった時、子育てを楽しく思える、また子育ての喜びや生きがいを感じ、

生命の尊さを若い世代に伝えられるような教育の支援や働きかけを支援します。 

 

○ サービス利用者の視点 

子育てをする親の就労環境の変化や核家族化の進展などにより、子育て支援に関する住民ニー

ズが多様化してきており、柔軟なサービス提供が求められています。このため、多様な個別のニ

ーズに柔軟に対応できるように利用者の視点に立った総合的な取組を進めます。 
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４ 基本目標 （次世代育成支援行動計画と共通） 

本計画の基本理念の実現に向けて、次の7つの基本目標を掲げ、総合的な施策の展開を図ります。 

 
（１）地域における子育ての支援 

 

  

子どもの幸せを第一に考えて、すべての子育てをしている人が安心して子育てができるよう、企

業、関係機関や関係団体、地域住民などと密接な連携の下に協働し、子どもの健全な成長を地域全

体で見守る、様々な子育てを支援する地域づくりを進めます。 

また、子育て家庭が必要とする情報の提供や、地域における子育てネットワークの形成の促進な

ど、地域資源等の活用により家庭と地域の子育て力の向上に取り組みます。 

 

 
（２）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保と増進 

 

  

親が安心して子どもを産み、喜びと誇りを持って安心して子育てができるよう環境の整備を図り

ます。またすべての子どもが健やかな成長の実現に向けて、生き生きと育つ地域づくりを推進しま

す。安全かつ快適な妊娠・出産・子育ての推進のため、県・医療機関との連携による、小児医療の

充実や適切な保健指導により、安心して子育てができるように努めます。 

生涯学習・学校・保健・医療等関係機関との連携により、思春期保健の充実や、地域での各種講

座の充実により、次代の親づくりに取り組みます。 

 

 
（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 

  

次代の担い手である子どもが豊かな個性と感性を備え、かつ調和のとれた人間として成長するた

めに、様々な支援体制の充実に取り組みます。 

学校・家庭・地域等、地域資源のネットワークにより、子どもを生み育てることのできる喜びを

実感できる仕組みづくりを展開するとともに、次代を担う子どもたちが「生きる力」を身に付け、

自立した若者へと成長し、責任感と意欲を持って次代の社会や家庭を担っていけるよう、家庭、学

校や地域社会が連携を図りながら取り組みを進めます。 

 

 
（４）子育てを支援する生活環境の整備 

 

  

子どもと子育てを行う保護者が、安心かつ安全で快適な生活を送れるよう、良好な生活環境づく

りを推進するとともに、公共施設等のバリアフリー化の促進や公園等の整備を進めます。 
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（５）職業生活と家庭生活との両立の推進 

 

  

仕事と子育てなどの家庭生活との両立を推進するためには、仕事のやりがいや充実感を感じ、子

育て期などにおける多様な生き方が選択できるようにするとともに、仕事と出産・子育てを両立で

きるサービスの一層の充実が必要となっています。また、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）の実現に向けては、この考え方の浸透と多様な働き方に応じた子育て支援の展開、企業（事

業者）の理解や取組への働きかけを行っていきます。 

 

 
（６）子どもの安全の確保 

 

  

子どもの安全を確保するためには、交通安全施設の整備、交通安全教育の実施、道路等における

防犯設備の整備や改善、関係機関・団体が行う自主防犯活動の促進等を通して安全な環境づくりを

進めます。 

 

 
（７）要保護児童への対応などきめ細かな取り組みの推進 

 

  

児童虐待の防止対策や母子家庭等への自立支援、障がい児への支援を必要とする家庭や子どもに

対して適切に対応し、子どもの権利が保障され、自立支援のための適切な養護等が受けられるよう

支援を行うとともに、総合的な取組を進めます。 
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５ 施策体系 （次世代育成支援行動計画と共通） 

子ども・子育て施策全体の方向性として村上市次世代育成支援行動計画の施策体系を示すとと

もに、子ども・子育て支援事業計画の対象である事業の位置づけを示します。 
 

【
基
本
理
念
】 

子
育
て
を 

み
ん
な
で
支
え
る
ま
ち
づ
く
り 

基本目標 施策の方向性 
『子ども・子育て支援
事業計画』掲載事業 

（１）地域に 

おける子育て

の支援 

①地域における子育て支援サービスの充実 
利用者支援に関する事業 

地域子育て支援拠点事業 

②保育サービスの充実 

一時預かり事業 

時間外保育事業 

病児・病後児保育事業 

③子育て支援のネットワークづくり 子育て援助活動支援事業 

④児童の健全育成 放誯後児童健全育成事業 

⑤児童遊園等の整備  

（２）母性並びに 

乳児及び幼児

等の健康の 

確保と増進 

①子どもや母親の健康の確保 

妊婦に対して健康診査を 
実施する事業 

乳児家庭全戸訪問事業 

②「食育」の推進  

③思春期保健対策の充実  

④小児医療の充実  

⑤特定丌妊治療費助成事業  

（３）子どもの 

心身の健やか

な成長に 

資する教育 

環境の整備 

①次代の親の育成  

②子どもの生きる力に向けた学校の教育環境等の整備  

③家庭や地域の教育力の向上 養育支援訪問事業 

子育て短期支援事業 

④子どもを取り巻く有害環境対策の推進  

（４）子育てを 

支援する生活

環境の整備 

①良好な居住環境の確保  

②安全な道路交通環境の整備  

③安心して外出できる環境の整備  

（５）職業生活と

家庭生活との 

両立の推進 

①男女共同参画社会の実現  

②仕事と子育ての両立の推進  

③仕事と生活の調和の実現  

（６）子ども等の

安全の確保 

①子どもの交通安全を確保するための活動の推進  

②安全・安心なまちづくりの推進  

③被害に遭った子どもの保護の推進  

（７）要保護児童

への対応など

きめ細かな 

取組の推進 

①児童虐待防止対策の充実  

②母子家庭等の自立支援の推進  

③特別支援を要する子ども等への支援施策の充実  

子ども・子育て支援事

業計画の対象事業以外

の事業につきまして

は、次世代育成支援行

動計画について説明す

る第８章に掲載するこ

ととします。 
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１ 教育・保育提供区域の考え方 

提供区域は、身近な地域で希望するサービスを利用しやすくする提供体制の確保のために、新

たに市町村が定めるもので、市町村にとって地域ニーズに応じたサービスを計画的に提供する（最

適な需給バランスを図る）ための基礎的な範囲になります。 

 

今後の教育・保育事業を実施する上で最も懸念されることは、区域内において供給丌足が生じ

た場合です。その場合、子ども・子育て支援法では基準等の条件を満たす申請が提出された場合

には、原則として「欠栺事由に該当する場合や供給過剰による需給調整が必要な場合」以外は認

可するとされているため、他の区域で供給過多である場合でも、その区域には新たに認可するこ

とになります。 

 

特に保育園や地域型保育等の場合、設置認可申請の対象事業者は、社会福祉法人、学校法人、

株式会社、ＮＰＯ法人等の多様な事業主体の参入が可能であることから、丌測の設置認可による、

既存施設との丌調和、過当競争、施設の乱立などの可能性をできる限り小さくするように提供区

域を設定する必要があります。 

 

保護者や子どもが居宅より容易に移動することができ、質の高い教育・保育及び子育て支援の

提供を受けることができるよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・

保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備状況、幼児期の教育と小学校教育との

連携・接続などを総合的に勘案して、区域を設定します。 

 

教育・保育提供区域は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域とし

て設定しますが、地域子ども・子育て支援事業の提供体制については、事業ごとに設定します。 

  

第４章 教育・保育提供区域の設定 
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２ 教育・保育提供区域の設定  

（１） 村上市における教育・保育提供区域 

事業区分 提供区域 考え方 

１号認定（3～5 歳） 幼稚園については、

市内全域 

保育園等について

は、地区ごととしま

す 

幼稚園については、立地が村上地区に集中して

いることからこれまで通り、市内全域での利用を

前提とします。 

保育園等については、村上市全域を５区域（旧

市町村ごと）に分けて提供区域を設定します。 

２号認定（3～5歳） 

３号認定（0歳） 

３号認定（1～2歳） 

 

（２） 地域子ども・子育て支援事業ごとの区域設定 

各事業の性栺から村上市全域を基本とします。なお、時間外保育事業並びに放誯後児童健全育

成事業については、現状を踏まえて、地区ごとの（村上市全域を旧市町村単位で５区域に分けた）

区域設定とします。 

11 事業 提供区域 考え方 

利用者支援に関する事業 

子どもの親又は子どもの保護者

からの相談に応じ、必要な情報の

提供及び助言等を行います 

市内全域 
現状の提供体制、利用状況を踏まえ、村上市内
全域とします。 

時間外保育事業 

延長保育ヷ休日保育のことで
す 

地区ごと 
通常利用する保育園等の施設での利用が想定
されるため、保育園等と同様に地区ごととしま
す。 

放課後児童健全育成事業 

学童保育所。共働き家庭など留守

家庭の小学生に対して、放課後に

適切な遊び、生活の場を不えて、

その健全育成を図る事業です 

地区ごと 
現状の提供体制、利用状況を踏まえ、地区ごと

とします。 

子育て短期支援事業 

ショヸトステイヷトワイライトス

テイ。保護者が、疾病ヷ疲労など

の理由により、児童の養育が困難

となった場合等に、児童養護施設

などにおいて養育ヷ保護を行いま

す 

市内全域 

将来の事業化を目指すものの、当面はこれまで
どおり保健師及び家庭相談員指導の下対応す
ることから現状どおり、村上市内全域としま
す。 

乳児家庭全戸訪問事業 

こんにちは赤ちゃん事業です 
市内全域 現状どおり、村上市内全域とします。 

養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭を訪

問して、保護者の育児、家事等の

養育能力を向上させるための支

援（相談支援、育児ヷ家事援助等）

を行う事業です 

市内全域 現状どおり、村上市内全域とします。 
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11 事業 提供区域 考え方 

地域子育て支援拠点事業 

公共施設や保育園等の地域の身

近な場所で、子育て中の親子の交

流ヷ育児相談等を行います 

市内全域 
現状の提供体制、利用状況を踏まえ、村上市内
全域とします。 

一時預かり事業 

保育園その他の場所において、一

時的に預かる事業です 

幼稚園について
は、市内全域 

 

保育園等について
は、地区ごととし
ます 

幼稚園については現状の提供体制を踏まえ、村
上市内全域とします。 

保育園等については地区ごととします。 

病児ヷ病後児保育事業 

保育に欠ける乳幼児や児童で、病

気や病気の回復期にある場合に

病院ヷ保育園等の付設の専用スペ

ヸス等で一時的に保育する事業

です 

村上市内全域 
現状の検討状況を踏まえ、村上市内全域としま
す。 

子育て援助活動支援事業 

ファミリヸヷサポヸトヷセンタヸ。

子どもの預かり等を希望する依

頼会員と援助を行うことを希望

する提供会員との相互援助活動

に関する連絡ヷ調整を実施します 

市内全域 
現状の提供体制、利用状況を踏まえ、村上市内
全域とします。 

妊婦に対して健康診査を実
施する事業 

妊婦が定期的に行う健診費用を

助成する事業です 

市内全域 現状どおり、村上市内全域とします。 
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１ 量の見込み 

本計画の作成時期における教育・保育の利用状況、ニーズ調査により把握した利用希望を踏ま

えて、認定区分ごとに量の見込み（必要利用定員総数）を定めています。 

認定区分とは、教育・保育サービスを受ける際に、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準

に基づいて保育の必要性の認定（子ども・子育て支援法第 19 条等に基づく 1～３号認定）を受

ける区分のことです。その認定区分に基づき教育・保育サービス並びに施設型給付（注）を行う

仕組みとなります。 

 

区分 対象年齢 保育の必要性 利用施設 

１号認定 ３～５歳 幼児期の学校教育 

（教育標準時間認定） 

主に幼稚園、 

認定こども園に該当 

２号認定 ３～５歳 保育の必要性あり 

（保育認定） 

主に保育園、 

認定こども園に該当 

３号認定 ０歳、 

1～２歳 

保育の必要性あり 

（保育認定） 

保育園 認定こども園、 

地域型保育に該当 

 

注：施設型給付＝保護者本人への給付でなく、新制度で幼稚園ヷ保育所ヷ認定こども園（教育ヷ保育施設）を

通じた共通の給付が行われること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 教育・保育施設の充実 
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２ 提供体制の確保と実施時期 

教育・保育の利用状況及び利用希望把握アンケートにより把握する利用希望を踏まえ、教育・

保育提供区域ごとに均衡の取れた教育・保育の提供が行えるよう、小学校就学前児童数の推移、

教育・保育施設の配置状況及び地域の実情等を考慮し、認定区分ごとに量の見込み（必要利用定

員総数）と確保の内容及び実施時期を設定します。 

 

（１）１号認定（３歳以上、幼稚園を利用希望） 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 94 人 97 人 94 人 92 人 86 人 

確保の内容 205 人 215 人 215 人 215 人 215 人 

 特定教育ヷ保育施設 75 人 215 人 215 人 215 人 215 人 

確認を受けない幼稚園 130 人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 111 人 118 人 121 人 123 人 129 人 

 

※必要利用定員総数＝幼児期の学校教育ヷ保育の量の見込み 

※特定教育ヷ保育施設＝市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する「認定こども園ヷ幼稚園ヷ保

育所」のこと 

※確認を受けない幼稚園＝自治体が施設型給付の対象となることを確認する「認定こども園ヷ幼稚園ヷ保育所」

に該当しない、私立幼稚園のこと。（私立幼稚園が、新制度の施設型給付を受けるかどうかは各幼稚園の判断に

委ねることとなっている） 

※施設型給付＝新制度で認定こども園ヷ幼稚園ヷ保育所（教育ヷ保育施設）を通じた共通の給付のこと。 
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（２）２号認定（３歳以上、保育園を利用希望） 

 

[区域設定]：地区ごと（旧市町村ごと５地区） 

【村上地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 433 人 444 人 428 人 422 人 395 人 

 幼児期の学校教育の利

用希望が強い 
63 人 64 人 62 人 61 人 57 人 

上記以外 
367 人 

広域３人 

377 人 

広域３人 

363 人 

広域３人 

358 人 

広域３人 

335 人 

広域３人 

確保の内容 617 人 617 人 617 人 617 人 617 人 

 特定教育ヷ保育施設 617 人 617 人 617 人 617 人 617 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 184 人 173 人 189 人 195 人 222 人 

 

【荒川地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 194 人 195 人 196 人 185 人 184 人 

 幼児期の学校教育の利

用希望が強い 
３人 ３人 ３人 ３人 ３人 

上記以外 
188 人 

広域３人 

189 人 

広域３人 

190 人 

広域３人 

179 人 

広域３人 

178 人 

広域３人 

確保の内容 225 人 225 人 225 人 225 人 225 人 

 特定教育ヷ保育施設 225 人 225 人 225 人 225 人 225 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 31 人 30 人 29 人 40 人 41 人 
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【神林地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 167 人 170 人 160 人 155 人 151 人 

 幼児期の学校教育の利

用希望が強い 
６人 ７人 ６人 ６人 ６人 

上記以外 
158 人 

広域３人 

160 人 

広域３人 

151 人 

広域３人 

146 人 

広域３人 

142 人 

広域３人 

確保の内容 200 人 200 人 200 人 200 人 200 人 

 特定教育ヷ保育施設 200 人 200 人 200 人 200 人 200 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 33 人 30 人 40 人 45 人 49 人 

 

【朝日地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 155 人 157 人 145 人 139 人 132 人 

 幼児期の学校教育の利

用希望が強い 
２人 ２人 ２人 ２人 ２人 

上記以外 
150 人 

広域３人 

152 人 

広域３人 

140 人 

広域３人 

134 人 

広域３人 

127 人 

広域３人 

確保の内容 331 人 331 人 331 人 331 人 331 人 

 特定教育ヷ保育施設 331 人 331 人 331 人 331 人 331 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 176 人 174 人 186 人 192 人 199 人 

 

【山北地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 29 人 32 人 37 人 33 人 29 人 

 幼児期の学校教育の利

用希望が強い 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

上記以外 
26 人 

広域３人 

28 人 

広域３人 

34 人 

広域３人 

30 人 

広域３人 

26 人 

広域３人 

確保の内容 134 人 134 人 134 人 134 人 134 人 

 特定教育ヷ保育施設 134 人 134 人 134 人 134 人 134 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 105 人 103 人 97 人 101 人 105 人 
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（３）①３号認定（０歳、保育園を利用希望） 

 

[区域設定]：地区ごと（旧市町村ごと５地区） 

【村上地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 16 人 

広域１人 

15 人 

広域１人 

15 人 

広域１人 

15 人 

広域１人 

14 人 

広域１人 

確保の内容 48 人 48 人 48 人 57 人 57 人 

 特定教育ヷ保育施設 41 人 41 人 41 人 50 人 50 人 

地域型保育事業 ３人 ３人 ３人 ３人 ３人 

認可外保育施設 ４人 ４人 ４人 ４人 ４人 

過丌足 31 人 32 人 32 人 41 人 42 人 

※地域型：ゆりかご保育園３人、認可外（事業所内保育所）：はまなす病院２人、記念病院２人 

【荒川地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成29年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 ５人 

広域１人 

５人 

広域１人 

４人 

広域１人 

４人 

広域１人 

４人 

広域１人 

確保の内容 ９人 ９人 ９人 ９人 ９人 

 特定教育ヷ保育施設 ９人 ９人 ９人 ９人 ９人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 ３人 ３人 ４人 ４人 ４人 

 

【神林地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 ２人 

広域１人 

２人 

広域１人 

２人 

広域１人 

２人 

広域１人 

２人 

広域１人 

確保の内容 12 人 12 人 12 人 12 人 12 人 

 特定教育ヷ保育施設 12 人 12 人 12 人 12 人 12 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 ９人 ９人 ９人 ９人 ９人 
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【朝日地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 ６人 

広域１人 

６人 

広域１人 

５人 

広域１人 

５人 

広域１人 

５人 

広域１人 

確保の内容 21 人 21 人 21 人 21 人 21 人 

 特定教育ヷ保育施設 17 人 17 人 17 人 17 人 17 人 

地域型保育事業 ４人 ４人 ４人 ４人 ４人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 14 人 14 人 15 人 15 人 15 人 

※地域型（杏園４人） 

 

【山北地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 ３人 

広域１人 

２人 

広域１人 

２人 

広域１人 

２人 

広域１人 

２人 

広域１人 

確保の内容 ９人 ９人 ９人 ９人 ９人 

 特定教育ヷ保育施設 ９人 ９人 ９人 ９人 ９人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 ５人 ５人 ５人 ５人 ５人 

※必要利用定員総数＝幼児期の学校教育ヷ保育の量の見込み 

 

（３）②３号認定（１・２歳、保育園を利用希望） 

 

[区域設定]：地区ごと（旧市町村ごと５地区） 

【村上地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 142 人 

広域２人 

133 人 

広域２人 

130 人 

広域２人 

126 人 

広域２人 

123 人 

広域２人 

確保の内容 207 人 227 人 227 人 227 人 227 人 

 特定教育ヷ保育施設 178 人 198 人 198 人 198 人 198 人 

地域型保育事業 19 人 19 人 19 人 19 人 19 人 

認可外保育施設 10 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

過丌足 63 人 92 人 95 人 99 人 102 人 

※地域型：ゆりかご保育園 12 人、託児所マイマイ７人 

認可外（事業所内保育所）：はまなす病院６人、記念病院４人 
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【荒川地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 59 人 

広域２人 

59 人 

広域２人 

59 人 

広域２人 

58 人 

広域２人 

58 人 

広域２人 

確保の内容 66 人 66 人 66 人 66 人 66 人 

 特定教育ヷ保育施設 66 人 66 人 66 人 66 人 66 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 ５人 ５人 ５人 ６人 ６人 

 

【神林地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 37 人 

広域２人 

36 人 

広域２人 

35 人 

広域２人 

34 人 

広域２人 

33 人 

広域２人 

確保の内容 48 人 48 人 48 人 48 人 48 人 

 特定教育ヷ保育施設 48 人 48 人 48 人 48 人 48 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 ９人 10 人 11 人 12 人 13 人 

 

【朝日地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 45 人 

広域２人 

43 人 

広域２人 

41 人 

広域２人 

39 人 

広域２人 

38 人 

広域２人 

確保の内容 76 人 76 人 76 人 76 人 76 人 

 特定教育ヷ保育施設 67 人 67 人 67 人 67 人 67 人 

地域型保育事業 9 人 9 人 9 人 9 人 9 人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 29 人 31 人 33 人 35 人 36 人 

※地域型（杏園９人） 
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【山北地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 19 人 

広域２人 

17 人 

広域２人 

16 人 

広域２人 

15 人 

広域２人 

15 人 

広域２人 

確保の内容 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

 特定教育ヷ保育施設 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

地域型保育事業 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

過丌足 ９人 11 人 12 人 13 人 13 人 

※確保の内容がすべて過大と捉えられるが、施設面積要件から可能となる定員を示したもの。 

 

※必要利用定員総数＝幼児期の学校教育ヷ保育の量の見込み 

※地域型保育事業＝自治体で実施している、19 人以下の小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保

育のこと。 

※認可外保育施設＝「特定教育ヷ保育施設」「地域型保育事業」以外の子どもを預かる施設 

 

 

（４）保育利用率の目標値設定 

 

 国の基本指針では、３号認定の量の見込み割合である「保育利用率」の目標値を設

定することとされていることから以下に村上市全域の保育利用率を掲げます。 

 

なお保育利用率の目標値は、「量の見込み（３号認定子ども）÷各年度推計人口（０

～２歳）×100＝（小数点第一まで）」により算出した数値とします。 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

必要利用定員総数 349 人 333 人 324 人 315 人 309 人 

保育利用率 31.0％ 31.0％ 31.1％ 31.1％ 31.3％ 

推計児童数（０～２歳）・人 1,124 人 1,073 人 1,043 人 1,013 人 987 人 
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３ 教育・保育の一体的提供の推進（認定こども園について） 

教育・保育の一体的な提供の推進においては、単に幼稚園・保育園の施設的な統廃合や保護者

の就労支援の観点のみならず、教育・保育的な観点、子どもの育ちの観点を大切に考え、子ども

が健やかに育成されるよう教育・保育機能の充実（ソフト的整備）と施設整備（ハード的整備）

を一体的に捉えた環境の整備が重要です。 

幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人栺形成の基礎を培う極めて重要なものであり、子ども

の最善の利益を第一に考えながら、子どもたちに質の高い教育・保育の提供を行うとともに、保

護者や地域の子育て力の向上に向けた支援を実施するため、幼稚園・保育園等が認定こども園へ

移行する際や、新設される際の受け入れ体制づくりをします。 

 

（１） 認定こども園の特徴 

○ 就学前の教育・保育を一体として捉え、一貫して提供すること。 

○ 保護者の就労の有無にかかわらず利用できること。 

○ 保護者の就労状況が変わった場合も継続利用できること。 

○ ０～５歳までの異年齢の子どもたちが一緒に育つこと。 

○ 園に通っていない子どもの家庭も、子育て相談や親子の交流の場などに参加できること。 

 

（２） 認定こども園の取扱いについて 

① 幼稚園教育要領及び保育所保育指針との整合性 

○ 幼児期の特性を踏まえた教育を展開するという観点から、国の定める幼保連携型認定こども園

教育・保育要領に則り、心身の発達の段階や特性を十分に考慮した教育を展開します。 

○ 子どもの最善の利益を保障するという観点から、一人一人の存在を受け止め、家庭との緊密な

連携の下、この時期の子どもにふさわしい生活の場を保障し、援助する保育を行います。 

○ 幼保連携型認定こども園は、学校と児童福祉施設の両方の位置付けを持つ、質の高い幼児期の

学校教育及び保育を一体的に行う施設です。 

○ 環境を通して行う教育及び保育を基本として、そのねらいや内容等については、健康、人間関

係、環境、言葉、表現の５つの領域から構成されます。 

 

② 小学校教育との円滑な接続 

○ 子どもの発達や学びの連続性を確保する観点から、小学校教育への円滑な接続に向けた教育及

び保育の内容の工夫を図り、創造的な思考や主体的な生活態度などの基礎を培います。 

○ 小学校との連携はもとより他の地域の保育園、幼稚園、認定こども園との連携を図ります。 

③ 幼保連携型認定こども園として特に配慮すべき事項 

○ 保護者の就労状況等の生活スタイルを反映した在園時間の長短、入園時期や登園日数の相違に

応じて、一人一人の生活の仕方やリズムに配慮した一日の生活の流れを考えます。 

○ 満３歳以上の子どもについては、満３歳未満の子どもを含めた異年齢の子どもとかかわる活動

を、子どもの発達状況の違いを踏まえつつ設定します。 
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【配慮すべき事項の詳細】 

①  発達や学びの連続性に関すること 

０歳から小学校就学前までの一貫した教育及び保育においては、子どもの発達の連続性に

考慮し、集団生活の経験の違い等、一人一人の特性や誯題に応じたきめ細かな対応を図りま

す。また、小学校教育との円滑な接続に向け、互いの教育及び保育の内容や指導方法の違い

や共通点について理解を深めるように努めます。 

②  養護に関すること 

家庭と協力しながら、一人一人の発育状況や健康状態を把握し、子どもと保育者との信頼

関係を構築するとともに、子どもにとって心豊かで安定した、快適な生活環境を実現します。 

③  乳児期の子どもの保育に関すること 

安全で活動しやすい環境を整え、一人一人の生活のリズムを重視し、発育・発達が著しい

子どもの様子や日々の保育の状況について保護者に情報提供します。また、情報提供ととも

に、保護者と子どもの成長の喜びを共有できるように努めます。 

④  満３歳未満の子どもの保育に関すること 

心身の発育・発達が顕著な時期であり、個人差も大きいため、適切な援助を行うとともに、

基本的な生活習慣の形成に向けて、発達の状況に応じた環境の構成を工夫します。また、子

どもが安心して生活をする場となるよう配慮します。 

⑤  健康及び安全に関すること 

食育を通じた望ましい食習慣の形成に努めるとともに、専門機関等と連携し、適切な判断

に基づく保健的な対応を行います。また、事敀の防止や災害等、丌測の事態に備えた体制を

整えるとともに、家庭や地域と連携・協力し、子どもが発達の状況に応じて安全のための行

動を身に付けることができるように努めます。 

⑥  特別支援教育や障がい児保育に関すること 

障がいのある子どもに対して適切な支援を行うとともに、乳幼児期からの育児相談や教育

相談、小学校等への就学相談などを通じて子どもやその保護者に十分な情報提供を行います。

また、障がいのある子どもと障がいのない子どもが日常の生活を通じて、活動をともにする

ことができるよう配慮し、認定こども園が障がいの有無を問わず、この時期の子どもに必要

な生活体験を提供できるようにします。さらに、保護者を含め関係者が教育的ニーズや必要

な支援について共通理解を深めることにより保護者の障がい受容につなげ、その後の円滑な

支援を図れるように努めます 

⑦  子育ての支援に関すること 

園内体制の整備に配慮し、子育ての喜びを共感する場づくり、悩みや経験を話し交流する

場づくり、子育てのネットワークづくりなど、地域の子育ての拠点としての役割を果たしま

す。 

⑧  家庭や地域社会との連携に関すること 

様々な子どもとその保護者が営む生活が充実するように、ＰＴＡ活動や保護者会活動、保

育参加などの活動や、高齢者をはじめ幅広い世代との交流、地域行事への参加の機会などを

設定し、地域資源を活用し地域全体で子どもの健やかな育ちを支えます。 
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地域での保育充実のイメヸジ（保育の量的拡大） 

 

 

 

４ 教育・保育施設の質の向上 

質の高い教育・保育及び子育て支援を提供するためには、施設設備等の良質な環境の確保

と、保護者以外に幼稚園教諭、保育士等、子どもの育ちを支援する者の専門性や経験が極め

て重要であり、研修等によりその専門性の向上を図ることが必要です。 

子どもの最善の利益を考慮した保育を実現するために、発達段階に応じた質の高い教育・

保育及び子育て支援を提供し、その質の確保・向上のために、保育士の雇用条件の改善（正規

保育士の比率拡充）を図り、適切な評価を実施するとともに、結果を踏まえた丌断の改善努力

を行います。 

○ 職員配置の充実 

○ 職員の資質向上に向けた研修等の充実 

 

５ 産休後及び育休後の教育・保育施設の円滑な利用の確保 

保護者が産休・育休明けの希望する時期に、円滑に教育・保育施設、地域型保育事業を利用で

きるよう、休業中の保護者に対して情報提供するとともに、計画的に教育・保育施設の整備や地

域型保育事業の展開を進めます。 
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１ 地域子ども・子育て支援事業の需要量及び確保の方策 

○ 国から提示される基本指針等に沿って、「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を定め

ます。 

○ 設定した「量の見込み」に対応するよう、事業ごとに地域子ども・子育て支援事業の確保の内

容及び実施時期を設定します。 

○ 計画期間における量の見込み、確保の方策は以下の通りです。 

 

（１）利用者支援事業（平成 27 年度からの新規事業） 

 

子どもや保護者が、保育園・幼稚園での学校教育・保育や一時預かり、学童保育所等の地域子

育て支援事業の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、福祉に関わる各機関で情報提

供や相談を含めた支援を行う事業です。 

[対象年齢] ０～５歳 

 

村上市では、現在ある子育て支援センターにおいて平成 27 年度から実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

実施予定か所数 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 

 

  

第６章 地域子ども・子育て支援事業の充実 
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（２）時間外保育事業（延長保育・休日保育） 

 

保護者の就労形態の多様化、長時間の通勤等に伴う延長保育需要に対応するため、通常保育時

間（８時間）を超えて、延長保育時間以降（18時以降）の保育を実施しています。 

[対象年齢] ０～５歳 

 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：地区ごと（旧市町村ごと５地区） 

【村上地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 39 人 39 人 37 人 37 人 35 人 

確保の方策 39 人 39 人 37 人 37 人 35 人 

過丌足 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【荒川地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

確保の方策 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

過丌足 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【神林地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 19 人 19 人 18 人 18 人 19 人 

確保の方策 19 人 19 人 18 人 18 人 19 人 

過丌足 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 

【朝日地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 10 人 10 人 9 人 9 人 9 人 

確保の方策 10 人 10 人 9 人 9 人 9 人 

過丌足 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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【山北地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

確保の方策 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

過丌足 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

※保育士等の加配により、延長保育希望者すべてを預かる方策とする。 

 

 

（３）放課後児童健全育成事業 

主に保護者が就労等により昼間は家庭にいない小学生に、適切な遊びや生活の場を不えて、児

童の健全育成を図る事業です。 

[対象年齢] 就学児（6～11 歳） 

 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：地区ごと（旧市町村ごと５地区） 

【村上地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

【低学年】 

量の見込み 
162 人 150 人 143 人 139 人 143 人 

 確保の方策 220 人 220 人 220 人 220 人 220 人 

【高学年】 

量の見込み 
39 人 38 人 36 人 34 人 31 人 

確保の方策 70 人 70 人 70 人 70 人 70 人 

 

【荒川地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

【低学年】 

量の見込み 
45 人 43 人 42 人 47 人 48 人 

 確保の方策 65 人 70 人 70 人 70 人 70 人 

【高学年】 

量の見込み 
6 人 5 人 6 人 5 人 5 人 

確保の方策 15 人 20 人 20 人 20 人 20 人 
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【神林地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

【低学年】 

量の見込み 
23 人 21 人 22 人 23 人 23 人 

 確保の方策 35 人 35 人 35 人 35 人 35 人 

【高学年】 

量の見込み 
8 人 8 人 8 人 7 人 7 人 

確保の方策 10 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

 

【朝日地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

【低学年】 

量の見込み 
29 人 27 人 27 人 27 人 27 人 

 確保の方策 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 

【高学年】 

量の見込み 
6 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

確保の方策 10 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

 

【山北地区】 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

【低学年】 

量の見込み 
14 人 14 人 13 人 13 人 12 人 

 確保の方策 38 人 38 人 38 人 38 人 38 人 

【高学年】 

量の見込み 
15 人 15 人 13 人 13 人 13 人 

確保の方策 37 人 37 人 37 人 37 人 37 人 

 

 

（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難となった場

合等に、児童養護施設などにおいて養育・保護を行う事業です。 

[対象年齢] ０～５歳 

[単位] 延べ利用者数（年間）人／年 

 

村上市では、実績はありません。 
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量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み ０人／年 ０人／年 ０人／年 ０人／年 ０人／年 

確保の方策 ０人／年 ０人／年 ０人／年 ０人／年 ０人／年 

 ※将来の事業化を目指し、当面これまでどおり保健師及び家庭児童相談員主導の下対応する。 

 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、様々な丌安や悩みを聞き、子育て支援に

関する情報提供などを行うとともに、親子の心身の状況や養育環境などの把握や助言を行い、支

援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供につなげるものであり、この訪問を、乳児のいる

家庭と地域社会をつなぐ最初の機会とすることにより、乳児家庭の孤立を防ぐことを目指す事業

です。 

[対象年齢] 0 歳 

 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 336 人 329 人 321 人 311 人 303 人 

確保の方策 336 人 329 人 321 人 311 人 303 人 

※実施体制 保健師 25 人 保健師 25 人 保健師 25 人 保健師 25 人 保健師 25 人 

 

 

（６）養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるための

支援（相談支援、育児・家事援助など）を行う事業です。正式名は「養育支援訪問事業及び要保

護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支援に資する事業」。  

[対象者] 要支援児童、特定妊婦、要保護児童（注） 

 

村上市では、現状に引き続き実施します。 
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量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 69 人 67 人 65 人 63 人 60 人 

確保の方策 69 人 67 人 65 人 63 人 60 人 

※実施体制 

 

保健師 25 人 

相談員 2 人 

保健師 25 人 

相談員 2 人 

保健師 25 人 

相談員 2 人 

保健師 25 人 

相談員 2 人 

保健師 25 人 

相談員 2 人 

 

（注） 

要支援児童：乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により把揜した保護者の養育を支援することが 

特に必要と認められる児童 

特定妊婦：出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦 

要保護児童：保護者のない児童又は保護者に監護させることが丌適当であると認められる児童 

児童福祉法第六条の三の規定より 

 

 

（７）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

公共施設や保育園、児童館等の地域の身近な場所で、 乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育

児相談、情報提供等を実施する事業です。 

[対象年齢] ０～２歳 

[単位] 延べ利用者数（年間）人／年 

 

村上市では、平成 27 年度から神林子育て支援センターにおいて土曜日の拡充を図り、その後

他施設の開設日拡充を検討します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 25,815人／年 25,655人／年 25,496人／年 25,338人／年 25,181人／年 

確保の方策 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所 
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（８）一時預かり事業 

保護者のパートタイム就労や疾病・出産などにより保育が一時的に困難となった乳児又は幼児

について、保育園その他の場所において、一時的に保育預かりを行う事業です。 

[対象年齢] ①幼稚園在園児は３～５歳  ②在園児以外は０～５歳 

[単位] 延べ利用者数（年間）人／年 

 

①幼稚園における在園児対象型 

 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

幼稚園の在園児を

対象とした一時預

かり（1 号認定） 

11人／年 11人／年 10人／年 10人／年 10人／年 

幼稚園の在園児を

対象とした定期的

な利用（2 号認定） 

3,404人／年 3,496人／年 3,358人／年 3,312人／年 3,128人／年 

 

②幼稚園における在園児対象型以外 

 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：幼稚園については、市内全域 保育園等については、地区毎とします 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 1,607 人 1,588 人 1,537 人 1,491 人 1,435 人 

一時預かり事業

（在園児対象型

以外） 

1,607 人 1,588 人 1,537 人 1,491 人 1,435 人 

子育て援助 

活動支援事業 
40 人 45 人 50 人 55 人 60 人 

※保育士等の加配により、一時預かり希望者すべてを預かる方策とする。 

※子育て援助活動支援事業の確保策については、協力会員登録見込み数とする。
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（９）病児保育事業、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業） 

病児・病後児保育事業は、病気にかかっている子どもや回復しつつある子どもを病院等の医療

機関や保育施設の付設の専用スペース等で看護師等が一時的に預かる事業です。 

[対象年齢] ０～５歳 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

量の見込み 628人／年 620人／年 600人／年 583人／年 564人／年 

病児保育事業 480人／年 480人／年 960人／年 960人／年 960人／年 

子育て援助活動支

援事業（病児ヷ緊

急対応強化事業） 

０人／年 ０人／年 ０人／年 ０人／年 ０人／年 

※平成 26 年度より、あらかわ保育園にて体調丌良児対応型の病児ヷ病後児保育事業を開始して

いる。また、県立坂町病院において病児ヷ病後児保育事業を検討しているため、平成 29 年度

以降の確保方策に盛り込む。 

 

（10）子育て援助活動支援事業 

子育ての手助けがほしい人（依頼会員）、子育てのお手伝いをしたい人（提供会員）、両方を兼

ねる人（両方会員）に会員登録いただき、子育てのサポートを提供する相互援助活動を行います。

未就学児及び就学児対象のファミリー・サポート・センター事業のことです。 

[対象年齢] 未就学児及び就学児 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み（未就学児） 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 5人／年 5人／年 ４人／年 ４人／年 ４人／年 

確保の方策 40人／年 45人／年 50人／年 55人／年 60人／年 

 

量の見込み（就学児） 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 11人／年 11人／年 10人／年 10人／年 10人／年 

確保の方策 40人／年 45人／年 50人／年 55人／年 60人／年 

※子育て援助活動支援事業の確保策については、協力会員登録見込み数とする。 
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（11）妊婦健診事業 

妊婦が定期的に行う健診費用を助成する事業 

 

村上市では、現状に引き続き実施します。 

 

量の見込み 

[区域設定]：市内全域 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 4,704 人 4,606 人 4,494 人 4,354 人 4,242 人 

確保の方策 4,704 人 4,606 人 4,494 人 4,354 人 4,242 人 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

（世帯の所得の状況等に勘案して物品購入に要する費用等の全部 

又は一部を助成する事業） 

世帯の所徔の状況等勘案して物品購入に要する費用等の全部又は一部を助成する事業です。 

幼稚園と保育園、又は公設と民設において、分け隔てのない形で助成できる事業となるよう、

今後検討を進めます。 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究、その他多様な事業者の

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

村上市では、福祉誯において民間事業者参入の相談・助言を行います。 

また、民間の施設において、特別な支援が必要な子どもを受け入れる場合などに、子どもの

安全確保の観点から、本事業を活用することについて、国の動向に併せ検討を進めます。 

 

 

２ 地域子ども・子育て支援事業の質の向上 

乳幼児期の発達が連続性を有するものであることや、幼児期の教育が生涯にわたる人栺形成の

基礎を培う重要なものであることに十分留意し、教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の

相互の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保育園と小学校等との連携についての基本的考え方

を踏まえ、村上市におけるこれらの連携を推進します。 
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１ 児童虐待防止対策の充実 

村上市においては、養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、地域資源や児童委員をはじめ

とした「地域のちから」を活用して子ども虐待の発生を予防するほか、早期発見、早期対応に努

めます。また、児童相談所の権限や専門性を要する場合には、遅滞なく介入を求められるよう、

これに先立ち、関係機関との連携を強化し、密接に情報を共有していくことが丌可欠です。 

 

（１）関係機関との連携及び村上市における相談体制の強化 

村上市における子ども・子育てに関する相談体制は、「福祉誯家庭児童相談員」をはじめ、「保

健医療誯」「学校教育誯」「生涯学習誯」の各行政機関のほか、各保育園、幼稚園、小中学校など

において、子どもに関わる相談ができる体制になっています。これら相談体制により、子どもが

安心して安定した家庭を含む社会生活を送ることができるよう環境整備に努めています。 

また、子ども虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のためには、これらの相談体制をもとに

関係機関の連携並びに情報の収集及び共有により、子育て世帯への支援を行う必要があります。 

関係機関との情報共有、連携を図ることにより、実際の子ども虐待事例への対応をはじめ、要

保護・要支援児への組織的な対応及び評価を確保するため、関係機関へ専門性を有する職員の配

置や、県等が実施する講習会等への参加等を通じた体制の強化及び資質の向上を図ります。 

さらに、一時保護などの実施が適当と判断した場合や児童相談所の専門性や権限を要する場合

には、児童相談所長などへの通知を行うほか、児童相談所に適切に援助を求めつつ、県と相互に

協力して、子ども虐待による死亡事例等の重大事例の発生を食い止める体制を強化していきます。 

 

（２）発生予防、早期発見、早期対応等 

子ども虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のため、健康診査や保健指導等の母子保健活動

や地域の医療機関等との連携、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の実施等を通

じて、妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする子どもや妊婦の家庭を早期に把握するとと

もに、特に支援を必要とする場合には、養育支援訪問事業等への速やかかつ適切な支援につなげ

るようにします。また、児童福祉、母子保健の各担当部局が日頃から緊密な連携を図るとともに、

医療機関とも効果的な情報の提供及び共有を行い、連携体制を強化していく必要があります。さ

らに地域資源や児童委員をはじめ「地域のちから」を活用して子ども虐待の防止に努めます。 

 

主な内容 

●要保護児童対策協議会 ●地区要保護児童対策会議 ●家庭児童相談室 

 

 

 

第７章 子ども・子育て支援関連施策の推進 
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２ ひとり親家庭の自立支援の推進 

ひとり親家庭の自立支援は、子育て短期支援事業、母子家庭等日常生活支援事業、保育及び放

誯後児童健全育成事業の利用に際しての配慮等の各種支援策を推進するほか、母子及び父子並び

に寡婦福祉法、同法に基づく国の基本方針及びこれに即して県が策定する母子家庭及び寡婦自立

促進計画等の定めるところにより、子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保策及び経済

的支援策を四本柱として総合的な自立支援を推進します。 

 

主な内容 

●児童扶養手当制度 ●ひとり親家庭等医療費助成制度 ●母子家庭等自立支援給付金事業

（自立支援教育訓練給付金事業・高等職業訓練促進給付金等事業） ●生活保護受給者等就労

自立促進事業 

 

３ 障がい児施策の充実 

障がいの原因となる疾病及び事敀の予防、早期発見並びに治療の推進を図るため、妊婦及び乳

幼児に対する健康診査の受診並びに学校における健康診査等の実施を推進することが必要です。 

また、障がい等により支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活

できるようにする観点から、自立支援医療（育成医療）の給付のほか、年齢や障がい等に応じた

専門的な医療や療育の適切な提供が必要です。また、保健、医療、福祉、教育等の各種施策の連

携により、在宅支援の充実、就学支援を含めた教育支援体制の整備等、一貫した総合的な取り組

みを推進するとともに、専門関係機関等による地域支援・専門的支援の強化や保育園等訪問支援

の活用を通じた障がい等による特別な支援が必要な子どもと、その家族等に対する支援の充実が

必要です。 

さらに、自閉症、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の発達障がいを含む障

がいのある子どもには、障がいの状態に応じて、その子の可能性を最大限に伸ばし、その子ども

が自立して社会参加するために必要な力を養うため、教諭や幼児保育士など子どもを支援する職

員の資質向上を図りつつ、一人一人の希望に応じた適切な教育上の支援等を行う必要があります。 

そのためには、乳幼児期を含め早期に適切な相談が受けられるよう本人や保護者には十分に情

報を提供していく必要があります。幼稚園、保育園、認定こども園、小中学校、特別支援学校等

においては、保護者を含めた関係者が教育上必要な支援等について共通理解を深めることで、保

護者の障がい受容及びその後の円滑な支援につなげていくことが重要です。併せて、本人と保護

者、行政、教育委員会、学校等が、教育上必要な支援等について適切な連携、相談体制により合

意形成を図ることが求められます。 

特に発達障がいについては、社会的な理解が十分になされていないことから、適切な情報の周

知が必要であり、さらに家族による適切な子育てが行えるように家族支援を行うなど、関係機関

と連携を密にして、支援体制整備を行うことが必要です。 

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放誯後児童健全育成事業を行う者等は、
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障がい児等特別な支援が必要な子どもの受け入れを推進するとともに、受け入れに当たっては、

各関係機関との連携を図ることが必要です。 

 

主な内容 

●妊婦健康診査 ●妊婦歯科検診 ●こんにちは赤ちゃん事業 ●乳幼児健診 ●幼児歯科

検診 ●健康診査や学校における健康診断等の推進 ●巡回相談事業 ●療育（教育）相談事

業 ●特別教育支援事業 ●就学援助事業（特別支援学級・特別支援学校） ●特別児童扶養

手当制度 ●障害児福祉手当 ●日中一時支援事業 

 

 

４ 仕事と生活の調和の実現に向けた取り組みの推進 

仕事と家庭を両立することができ、各々のライフスタイルに応じた多様な働き方ができる社会

は、生活に潤いと豊かさをもたらすと考えられます。仕事と生活の調和、いわゆるワーク・ライ

フ・バランスの実現のため、職場での働き方や家庭での役割分担を選択できる環境の整備や、意

識の醸成に継続的に取り組む必要があります。また、企業等民間団体に対しても、こうした取組

の共通理解の促進や労働環境の整備に向けた啓発を実施していく必要があると考えます。 

 

（１）働きやすい職場環境の整備 

教育・保育の施設給付や地域子ども・子育て支援事業の充実等を通じて、住民一人一人がワー

ク・ライフ・バランスを実感できる環境づくりを進めます。 

 

（２）育児休業等制度の周知 

企業等民間団体への制度の周知や行政機関においても育児休業等を取徔しやすい職場環境の醸

成に努めます。 

 

（３）ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発 

誮もが働きやすい労働環境の改善に向けた各種啓発、情報提供に努めます。併せて、子育て期

間中を含めた男女双方の働き方の見直しを地道に問題提起していきます。 

主な内容 

●男性の家事・育児・介護参加に向けた講座の開催 ●男女共同参画推進に向けての事業主、

自営業主への普及啓発活動の実施
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１ 目的 

次世代育成支援対策推進法の趣旨に則り、村上市においてこれまで取り組んできた「村上市次

世代育成支援行動計画」を継承します。 

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を図るため、見出された誯

題に取り組み、子育て支援に係る総合的な施策体系に基づいて、次世代育成支援対策を迅速かつ

重点的に推進します。 

 

２ 基本理念 （子ども・子育て支援事業計画と共通） 

村上市においてこれまで取り組んできた「村上市次世代育成支援行動計画」を継承するととも

に、切れ目ない子育て支援を実現するために「子ども・子育て支援事業計画」と共通のものとし

ます。 

基本理念：子育てを みんなで支えるまちづくり 

次世代育成支援対策は、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、

かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行います。父母その他の保護者が子育てに

ついての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、次代の社会を担う子どもを育成し、又

は育成しようとする家庭に対する支援や、子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備、雇

用環境の整備などへ取り組みます。 

 

３ 対象 

○ 次世代育成支援行動計画における「子ども」の対象年齢は下表の通りです。 

０

歳 

０歳 １

歳 

１～５歳 ６

歳 

６～11 歳 12

歳 

12～17 歳 18

歳 

 乳児期  幼児期  学童期    

子どもヷ子育て支援事業計画（子どもヷ子育て支援法） 

※学童期については、学校教育を除く放課後が対象 

次世代育成支援行動計画（次世代育成支援対策推進法） 

第８章 次世代育成支援行動計画 
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４ 重点的視点 （子ども・子育て支援事業計画の基本的な視点と共通） 

本計画の施策及び個別事業の実施にあたっては、次の 4つを重点的視点として推進します。 

なお、この視点を基本とした考え方の実現に向け、市民一人一人や保護者、さらには企業、関

係団体や関係機関等と連携を図りながら、これらの視点を踏まえ積極的に取り組みを進めます。 

 

（１）子どもの視点 

（２）すべての子どもと家庭への支援の視点 

（３）次代の親づくりという視点 

（４）サービス利用者の視点 

＊４つの視点の内容説明は、P32 の子ども・子育て支援事業計画の基本的な視点の項目を参照ください。 

 

５ 基本目標 （子ども・子育て支援事業計画の基本目標と共通） 

本計画の基本理念の実現に向けて、７つの基本目標を掲げ、総合的な施策の展開を図ります。 

 

（１）地域における子育ての支援 

（２）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保と増進 

（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

（４）子育てを支援する生活環境の整備 

（５）職業生活と家庭生活との両立の推進 

（６）子どもの安全の確保 

（７）要保護児童への対応などきめ細かな取り組みの推進 

＊７つの視点の内容説明は、P３３、３４の子ども・子育て支援事業計画の基本目標の項目を参照ください。 
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６ 目標実現に向けた施策内容 

（１） 地域における子育て支援 

【施策展開の基本方針】 

共働きの子育て家庭をはじめ、専業主婦家庭やひとり親家庭等を含めたすべての子育て家庭が

安心して子育てを行うためには、子どもの健全な成長を地域全体で見守れる様々な子育て支援サ

ービスが必要です。 

そのため、市民と行政が協働して子育て支援に取り組み、市民の主体的な活動が行われるよう、

環境づくりに努めます。 

① 地域における子育て支援サービスの充実 

【施策の方向】 

子どもを生み育てるためには、地域において子育てを支援していく仕組みが必要です。今、子

育てに関する全国的な傾向として、尐子化や核家族化の進行に伴い、在宅で子育てをしている人

の負担感・孤立感が増大している状況です。今後、子育てサービスの更なる展開が必要となって

います。 

すべての子育て家庭が地域で安心して子育てができるよう、地域における子育てに関する支援体

制を充実していきます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

１ ファミリヸヷサポ

ヸトヷセンタヸ事

業 

福祉課 子育ての手助けをしてほしい人と、お手伝

いをしたい人の相互援助活動を有料で行う

会員組織です。 

【H25】ファミリヸヷサポヸトヷセンタヸ開

設。（H25.7.1～） 

継続 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 

２ 地域子育て支援

センタヸ事業 

福祉課 支援センタヸの利用者数は年々増加してお

り、子育て支援事業としての効果は大きく

なっています。今後は、村上市人口減尐問

題「チャレンジプラン」と並行し、開設日

の拡充を図ります。 

【H27】神林子育て支援センタヸ土曜日拡充

（H27.4.1～） 

充実ヷ拡充 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 

３ 家庭児童相談事

業 

福祉課 家庭児童相談室は旧村上市にのみ設置さ

れ、相談業務を行っていましたが、平成 20

年度の合併により、業務範囲も拡大される

ことから、専任職員を 1 名から 2 名に増員

し、児童を取り巻く家庭の問題やＤＶ等に

関する相談業務を行っています。受け付け

た相談は短期間に解決するケヸスは尐な

く、ほとんどが長期間に渡り継続した関わ

りが必要となるため、相談件数（累積）の

増加と、相談内容が複雑化していることか

ら、相談員の増員と、相談室体制の整備に

向けた検討を行います。平成 27 年度から相

談受付時間を現行の午前 9 時から午後 4 時

までを、午前 8 時 30 分から午後 5 時までに

拡充する予定です。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

家庭児童相談員 

3 名 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

４ 子育て情報配信

サヸビス 

福祉課 市内の未就学児のいる世帯を対象として、

希望者に子育て支援センタヸや保育園等の

子育てに関する情報を一斉メヸル配信しま

す。 

【H26】子育てメヸルマガジン「はぐナビ」

配信（H26.5.1～） 

継続 

【平成 31 年度目標】 

配信世帯数 

1,000 世帯 

５ 乳児紙おむつ処

理支援事業 

保健医

療課 

出生登録のあった新生児と 0 歳児（転入時

1 歳未満）が転入したときに、申請により

ゴミ袋を交付し生活支援を行っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

303 世帯 

≪後期計画から廃止した事業≫ 

●子育てサポーター事業[福祉誯]・・・〔№1〕ファミリー・サポート・センター事業に統合 

② 保育サービスの充実 

【施策の方向】 

地域における子育て支援の拠点として保育園のあり方を検討し、地域住民と様々な活動を通し、

より効果的な各種サービス提供を行うとともに、多様な保育ニーズに合わせた支援体制の整備に

努めます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

６ 保育園受入児童

の拡充 

福祉課 通常保育の保育時間では対応できない就労

家庭に対して延長保育を実施し、延長保育

希望の多い保育園では、児童数に応じてパ

ヸト保育士を配置し安全に保育できるよう

に配慮しています。 

乳児保育の受け入れの月齢については、4

か月からの受け入れを 12 施設、11 か月か

らの受け入れを 6 施設で行っています。 

土曜日の保育については、就労等により家

庭保育ができない家庭の児童を保育してい

ます。多様化している保育ニヸズを把揜し

ながら、充実ヷ拡充を図ります。 

充実ヷ拡充 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 

７ 土曜保育 福祉課 村上地区、荒川地区の拠点園で行っていた

土曜保育を、平成 26 年度から各地区の拠点

園で保育を実施しています。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

各地区拠点園で

実施 

８ 延長保育事業 福祉課 延長保育については、午前 7 時 30 分から午

前 8 時まで、午後 4 時から午後 6 時 30 分

まで行っています。（あらかわ保育園は、

午前 7 時から午前 8 時、午後 4 時から午後

7 時まで実施） 

延長に伴う有料化などの課題があります

が、今後のニヸズを把揜しながら検討して

いきます。 

充実ヷ拡充 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

９ 休日保育事業 福祉課 保護者の勤務形態の変化に伴い、休日保育

の実施を検討します。 

休日保育の実施に伴う職員体制の整備、民

間企業との連携等課題がありますが、今後

のニヸズを把揜しながら検討していきま

す。【H26 年度指定管理あらかわ保育園で

実施】 

新規 

【平成 31 年度目標】 

荒川地区 1 園で

実施 

10 保育園施設整備

事業 

福祉課 H26 年度 4 月 1 日より、荒川地区の老朽化

した 3 保育園を統合し指定管理あらかわ保

育園を新設しました。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

村上地区で上海

府保育園と瀬波

保育園の統合 

朝日地区の保育

園の段階的統合 

11 一時預かり事業 福祉課 家庭において、就労形態等により保育が一

時的に困難となった乳幼児を対象に６園で

実施しています。 

充実ヷ拡充 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 

≪後期計画から廃止した事業≫ 

●育児情報誌の発行[福祉誯]・・・〔平成 24年度〕まちづくり協議会事業に移行 

③ 子育て支援のネットワークづくり 

【施策の方向】 

子育てや子育て支援に関して地域住民や各関係機関が連携し、主体的な活動を進めることによ

り、より効果的な各種のサービス提供を行うことが可能となります。そのため子育て支援のネッ

トワークの確立、多様な子育てニーズに合わせた支援体制の充実に努めます。 

出生児全員に配布する子育て応援ファイルに子育て支援に関する情報（保育園、支援センター、

手当等）を盛り込み周知を図るとともに、インターネットのホームページを利用した情報提供、

メール等での相談受付などを行っていきます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

12 保育所体験事業

（特別保育事業） 

福祉課 未就園児とその保護者を対象に月 1 回程度

保育園を開放し、園児との交流、保護者同

士の交流の場を提供するとともに、保育士

による育児相談等も行うなど、地域住民へ

の子育て支援を行っています。 

今後も地域の子育て支援の拠点としての機

能を各地区に拡大します。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

各保育園で実施 

13 子育て応援ファ

イルの配布 

保健医

療課 

出生児全員に対して、子育て応援ファイル

を配布しています。健診や予防接種に関す

る資料、各種施設の利用案内、子育てマッ

プ、各種手当の紹介など子育てに関する情

報をポケット式の 1 冊にまとめて配布して

います。尐子化が進み出生数は減尐傾向に

ある中で、効率のよい情報提供として活用

されています。今後も内容を検討し、継続

していきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年度内、全出生児

に配布 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

14 ホヸムペヸジで

の紹介 

福祉課 保育園の紹介については、市のホヸムペヸ

ジで各保育園の状況を掲載しており、一時

保育や乳児保育など保育園ごとの詳しい情

報、問い合わせなどができるような配慮を

しています。合併前の村上地区で保育園ご

とに行っていた各種行事や保育内容の紹介

が、保護者の関心も高く好評だったため、

全保育園での情報提供を検討しています。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

各保育園の状況

を掲載 

メヸルマガジン

の配信 

④ 児童の健全育成 

【施策の方向】 

各地域の需要や特長を活かし、子ども、親、指導者等を対象とした講座や教室の開催や、市報

等でのＰＲにより多くの方が参加できる体制を図っていきます。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

15 放課後子ども教

室推進事業 

生涯学

習課 

村上小学校、村上单小学校、瀬波小学校、

保内小学校、金屋小学校の子どもを対象と

し、支援ボランティアやＰＴＡ、地域の方々

の協力を徔て体験活動等を行っています。

また今後、さんぽく单小学校でも同様の事

業を行います。 

放課後子ども教室事業は、子どもたちにと

っては社会性や自主性、規範意識を醸成す

る場、地域の大人にとっては、学びの成果

を生かし、地域の活性化を図る場として、

子どもたちへの学習ヷ体験ヷ交流等の活動

機会の提供を行っています。 

現在、村上地区３ヵ所、荒川地区 2 ヵ所で

実施していますが、今後は、支援ボランテ

ィアの養成や PTA 等の協力を徔ながら継続

して事業を実施します。平成 27 年度から山

北地区ほかでの実施を予定し、今後教室の

拡充を図ります。 

 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

教室数 7 教室 

16 放課後児童健全

育成事業 

福祉課 就業等により、昼間留守家庭となる世帯の

児童を保育しています。保育時間、利用料

金等の利用基準は全施設で統一されてお

り、「放課後児童クラブの向上のための指

針」に基づき１人当たりの面積や指導員の

配置を行っています。今後は、村上市保育

園等施設整備計画と相まった施設整備を展

開し、通所児童の安全確保に努めます。 

【H23】 山北やまゆり学童保育所ヷ山北は

まゆり学童保育所 指定管理者制度導入 

【H25】対象児童の拡大（小学校 6 年生まで） 

 

継続 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

17 児童館業務 福祉課 利用対象者：未就園児とその保護者 

開設日時：月～土（午前 10 時～正午まで） 

業務内容：①未就園児とその保護者に遊び

場を提供 

②子育てサヸクルの育成支援 

③子育て相談の実施 

現状：児童館は午後から開所する学童保育

業務前の時間を児童館として開館している

ため、専用施設としてのびのび利用できる

環境にあります。今後は学童保育業務の指

定管理者制度導入に合わせ、児童館業務へ

の導入を進め、さらなるサヸビスの拡大に

努めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

施設設置数 4

施設 

（指定管理者制

度導入） 

年 間 利 用 者 数 

16,000 名 

(8,000 組) 

18 学童保育施設整

備事業 

福祉課 ヷ保内学童保育所を同敷地内に建替えるこ

とが決定し、平成 27 年度に建設工事を行い

ます。 

ヷ施設の老朽化により統合及び新設を必要

とする单町学童保育所となんしょうクラブ

について開設場所や事業の実施形態等を含

め整備について検討します。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

整備施設数 2

施設 

 

 

⑤ 児童遊園等の整備 

【施策の方向】 

児童に健全な遊び場を不えるとともに、広く地域住民の利用に供することによって健康の増進

と地域の連帯感の醸成に寄不します。 

身近に利用できる児童公園を適正な方法で維持管理し、安全に利用できるよう努めていきます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

19 児童遊園地遊具

等整備事業 

福祉課 児童が安心して遊ぶことができるよう町内

（集落）卖位で管理する児童遊園地に遊具

の新設、増設、入れ替えに要する経費の一

定額を補助しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

整備箇所数 5

箇所 

20 児童遊園地及び

プヸル設置管理

事業 

荒川ヷ

神林 

地域振

興課 

児童に健全な遊びを不えて、交通事敀や水

難事敀を防止するとともに、児童の健康増

進を図るため、児童遊園地及び地区プヸル

の施設管理を行っています。今後、市では

効果的な施設管理を行うため、指定管理者

制度の導入を検討します。 

【H22】地域活性化ヷきめ細かな臨時交付金

（児童公園等整備事業）により、荒川地区ヷ

神林地区児童公園等の遊具の入替工事等を

実施。 

【H23】府屋児童公園 廃止。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

【荒川】 

ヷ児童公園数 22

施設 

ヷ児童プヸル 3 施

設 

【神林】 

ヷ児童公園数（農

村公園含）38 施

設 

（全施設指定管

理者制度導入に

よる管理） 
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（２）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保と増進 

【施策展開の基本方針】 

親が安心して子どもを産み、またすべての子どもが健やかな成長の実現に向けて、生き生きと

育つ地域づくりを促進します。安全かつ快適な妊娠・出産・子育ての推進のため、県・医療機関

との連携による、小児医療の充実や適切な保健指導により、安心して子育てができるように努め

ます。 

生涯学習・学校・保健・医療等関係機関との連携により、思春期保健の充実や、地域での各種

講座の充実により、次代の親づくりに取り組みます。 

① 子どもや母親の健康の確保 

【施策の方向】 

育児丌安や子育てにストレスを抱える母親への精神的支援が必要となっています。また、子ど

もを取り巻く社会環境や生活様式の変化により、生活リズムの夜型への移行や食生活の乱れなど

が問題となっています。 

妊娠期・出産期・新生児期及び乳幼児期を通じて、母子の健康が確保されるように乳幼児健診、

新生児訪問、こんにちは赤ちゃん事業、両親学級等の母子保健における健康診査、訪問指導、保

健指導等の充実を図ります。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

21 乳幼児健診等の

充実 

保健医

療課 

地域振

興課 

乳幼児健診は、疾病の早期発見や健康の保

持増進を目的に実施しています。また、子

育て支援の場として、育児丌安等にも応じ

ています。 

ヷ4 か月児健診及び離乳食指導 

ヷ7 か月児健診(委託） 

ヷ10 か月児相談 

ヷ1 歳 6 か月児健診 

ヷ2 歳児健診 

ヷ3 歳児健診 

ヷ2 歳 6 か月児歯科健診 

ヷ3 歳 6 ヶ月児歯科健診（委託） 

継続 

【平成 31 年度目標】 

村上ヷ朝日ヷ山北

地区の 3 地区合

同実施（4 ヶ月ヷ

1 歳 6 ヶ月児ヷ3

歳） 

荒川ヷ神林地区合

同実施 

22 乳幼児訪問 保健医

療課 

地域振

興課 

発育発達状況や育児環境等訪問指導が必要

と思われる対象に訪問しています。状況に

より関係諸機関の人たちとの訪問も実施し

ています 

（№25のこんにちは赤ちゃん事業の訪問を

除く） 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年間訪問述べ件

数 600 件 

23 妊婦健康診査 保健医

療課 

地域振

興課 

安心して妊娠出産を迎えることができるよ

うに、14 枚の妊娠健康診査受診票を交付す

ることで、妊婦が定期的に行う健診費用を

助成しています。 

継続 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 

24 こんにちは赤ち

ゃん事業 

保健医

療課 

地域振

興課 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭

を訪問し、様々な丌安や悩みを聞き、子育

て支援に関する情報提供等を行うととも

に、親子の心身の状況や養育環境等の把揜

や助言を行い、支援が必要な家庭に対して

は適切なサヸビス提供につなげています。 

継続 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

25 パパママ応援教

室（両親学級） 

保健医

療課 

地域振

興課 

調理実習やお世話体験等通じて、夫婦で協

力しながら育児できるように、情報提供や

交流を行っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年間 8 回実施 

26 子育て支援事業 

（子育て支援セ

ンタヸでの育児

相談） 

保健医

療課 

保健師が主体となって子育て支援センタヸ

を利用する保護者や育児者に対し、子育て

相談を実施しています。 

①すくすく相談（村上地区）②にこにこキ

ッズ保健師相談会（荒川地区）③支援セン

タヸ相談会（神林地区）④なかよし広場（朝

日地区）⑤わんぱく教室（山北地区） 

継続 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 

≪後期計画から廃止した事業≫ 

●子育て支援事業（わんぱく教室）[山北支所地域振興誯]・・・〔№25〕子育て支援事業に統合 

●育児学級[神林・朝日支所地域振興誯]・・・〔平成 26 年度〕廃止 

 

② 「食育」の推進 

【施策の方向】 

近年、生活習慣の乱れが子どもたちの心と体の成長に、悪影響を不えていることが懸念されて

います。生活リズムや食生活の乱れから、「朝食の欠食」や「肥満やせの増加」、「ひとり食べ」等

の問題を抱えている子どもが増加傾向にあります。年代別に食に関わる体験と調理と食事会など

を実施しています。食べることは生きること、「生きる力」を育む食育について、子どもを取り巻

く環境を視野にいれながら、家庭・保育園・学校・地域が連携を図りながら食育事業を実践して

いくことが必要となっています。 

食は命の源であり、健全な食生活により私たちの健康は維持されることから、「食」について見

つめ直すことがとても重要になってきます。市の地域特性などを活かした食育を推進するため、

家庭、保育園、幼稚園、学校、地域、企業など、様々な領域において総合的に「食育」を進め、

子どもだけでなく、乳幼児期から高齢期まですべての世代において食事に対する知識の習徔と実

践を促進します。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

27 保育園児（3 歳か

ら 5 歳児）肥満体

格調査 

保健医

療課 

地域振

興課 

 

全保育園で 1 年に 1 回、体重ヷ身長測定を

実施しています。園だより等を通じて、健

康管理や食育活動の推進を行っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回調査実施 

28 子育て支援事業

（子育て広場） 

保健医

療課 

地域振

興課 

子育て支援センタヸにおいて、離乳食や幼

児食についての栄養相談を実施していま

す。 

①赤ちゃん広場（朝日地区） 

②赤ちゃん広場ヷもぐもぐ相談（村上地区） 

③にこにこキッズ離乳食相談（荒川地区） 

④赤ちゃん広場離乳食相談（神林地区） 

⑤わんぱく教室（山北地区） 

継続 

【平成 31 年度目標】 

①12 回 

②6 回 

③6 回 

④6 回 

⑤12 回 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

29 離乳食指導 

（離乳食赤ちゃ

ん教室） 

保健医

療課 
6～8 ヶ月児を対象にして、全地区を対象に

調理実習や試食を含めた離乳食指導を実施

しています。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 4 回実施 

30 栄養相談 保健医

療課 

地域振

興課 

乳幼児健診で、偏食や小食など、栄養に関

する心配事に応じながら、乳幼児の適切な

食事について、随時家庭訪問等の栄養指導

を行っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

市全体で 2 箇所

での乳幼児健診

を実施予定であ

り、その際に毎回

栄養指導を実施

する。 

31 親子の料理教室 保健医

療課 

地域振

興課 

食生活改善推進委員等と協働で、各地区の

親子を対象に、親子料理教室を実施し、郷

土料理やバランス食の普及等食育の推進を

行っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回以上 

32 生活習慣病予防

のための食育お

楽しみ会（保育

園）（5 保育園の

内 1 箇所） 

朝日 

地域振

興課 

朝日地区では、幼児期からの良い食習慣形

成のため、保育園で地元の野菜等を中心と

した給食づくり、給食の食材にふれてみた

り、親子で試食会を通して、食育指導を行

っています。指導者、食推を確保し、園長、

主任を中心に企画、実施、評価を考え、保

育計画の中に食育を盛り込んでいます。（た

だし園内の喫食は給食のみとしています。） 

継続 

【平成 31 年度目標】

年 1 回実施 

33 食育の推進（保育

園） 

福祉課 

地域振

興課 

食育に関しては各地区、各保育園において

食育計画に基づき、年齢に応じた内容で

様々な取り組みを行っています。全地区で

実施しているのが給食における地元産物、

郷土料理の積極的な活用、毎月 19 日の「食

育の日」の設定です。畑づくりや調理体験

など各園において実施しています。今後は

市で策定する食育計画にあわせ、さらに効

果的な内容として各種機関とも連携して進

めていきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

地元産米の支援 

調理体験保育 

試食会の開催 

34 食育指導（学校の

授業において実

施） 

学校教

育課 

生活習慣の基本である食生活の習慣をきち

んと身に付けるための学習の機会を提供し

ています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

特別活動ヷ家庭科

の授業等におい

て実施 

35 子育て支援セン

タヸ食育事業 

福祉課 

地域振

興課 

各地区の子育て支援センタヸで、調理実習

（野菜を多くとる食事ヷ簡卖にできる離乳

食ヷ手作りおやつなど）等を行い、子育て

中の保護者へ食育を推進しています。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

各地区年 1 回 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

36 健康食普及事業 保健医

療課 

地域振

興課 

食生活改善推進委員が中心となり、地域全

体を対象として健康食を普及させることを

目的とし、若い世代から高齢者の方まで食

育に関心を持ってもらい、家族卖位で健康

的な食生活が推進できるように健康食普及

を推進しています。 

また、地域文化祭事業では地域公民館と共

催事業として健康食普及を推進していま

す。 

①調理伝達講習 

②地域文化祭事業 

継続 

【平成 31 年度目標】 

①年 100 回 

②年 9 回 

37 食推健康づくり

委託事業（みそ、

文化祭） 

朝日 

地域振

興課 

朝日地区では、食生活改善推進委員が中心

になり、みそづくり、文化祭食育コヸナヸ

の設定など、児童、保護者へ食の大切さを

発信しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回実施 

38 食育推進会議 保健医

療課 

「村上食育推進計画」を推進するため、会

議を開催し、行政ヷ地域ヷ学校等の食育事

業関係者の連携体制の確立を図ります。 

 

継続 
【平成 31 年度目標】

年 1 回実施 

39 食生活改善推進

委員研修 

保健医

療課 

地域振

興課 

地域で活躍する会員研修の充実を図るた

め、食育に関する知識の習徔や食生活改善

に関する内容の研修を行い、会員意識の向

上に繋げ、地域への健康食普及推進に繋げ

ています。 

①市全体研修 

②支所研修 

継続 
【平成 31 年度目標】 

①1 回開催 

②9 回開催 

≪後期計画から廃止した事業≫ 

●食育ランチ[神林・朝日支所地域振興誯]・・・〔平成 25年度〕廃止 

●外国人ママ料理教室[山北支所地域振興誯]・・・〔平成 27 年度〕廃止 

●保育園試食会[山北支所地域振興誯]・・・〔№34〕食育の推進に統合 

●食育講演会[山北支所地域振興誯]・・・〔平成 27 年度〕廃止 

●小学生料理教室[自治振興誯]・・・〔平成 24 年度〕まちづくり協議会事業へ移行 

●中学生ヘルスサポーター事業[保健医療誯等]・・・〔平成 27 年度〕廃止 

 

 

 

 

③ 思春期保健対策の充実 

【施策の方向】 

思春期の子どもたちの持つ悩みを周囲の大人が理解し、心の悩みや性の問題が気軽に相談でき

るようにしていきます。 

性感染症予防に関する正しい知識の普及を図り、性や心の問題に係る相談体制の充実を図って

いきます。 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

40 生と性を考える

講演会 

保健医

療課 

地域振

興課 

保健医療課が主体的に市内中学校や高校な

どで性教育講演会を開催してきましたが、

現在はそれぞれで実施できるようになった

ため市は特に関不していません。今後も学

校独自の内容で実施していけると考えます

ので、市が実施する講演会は必要時の開催

とし目標は掲げません。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

必要な都度開催 

 

④ 小児医療の充実 

【施策の方向】 

小児科医師が丌足しており、夜間、休日の小児科の医療体制が丌十分である中、地域医療をど

のように構築するのかが誯題となっています。 

休日診療所の体制を医師会の協力を徔て維持します。また、医療体制について県、医療機関、

近隣の市町村との連携を進めていきます。 

保護者の医療機関へのかかりかたについて、パンフレットなどで普及・啓発していきます。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

41 村上市急患診療

所の開設 

保健医

療課 

医師会の協力を徔て、休日ヷ平日夜間に村

上市急患診療所を開設しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年間患者数2,500

人 

42 輪番制病院体制

の「実施」 

保健医

療課 

医師会、病院の協力の下、現状を維持して

います。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

12,000 千円 

43 子ども医療費助

成事業 

福祉課 子どもの保護者の経済的負担の軽減を図る

ため、子どもの医療費の一部を助成してい

ます。平成 27 年 9 月からは、通院ヷ入院共

に全子、18 歳到達年度の 3 月 31 日まで助

成期間を拡充し、更なる保護者の経済的負

担軽減に努めます。 

【H22】H22.9.1～ 市卖独事業として通院

にかかる費用を小学校卒業まで助成期間を

拡大。対象者(4/1) 3,894 名⇒(9/1) 5,110

名 

【H24】H24.9.1～ 県卖事業として通院ヷ

入院にかかる費用を 3 人以上の子を持つ保

護者は中学校卒業までに拡大。 

【H25】H25.9.1～ 市卖独事業として通

院ヷ入院にかかる費用を中学校卒業まで助

成期間を拡大。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

助成対象期間 

〔入院ヷ通院〕 

全子、高校卒業ま

で助成期間を延

長 

≪後期計画から廃止した事業≫ 

●乳児医療費助成事業[福祉誯]・・・〔№44〕子ども医療費助成事業に統合 
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⑤ 特定不妊治療費助成事業 

【施策の方向】 

丌妊に悩む人の多くは直接医療機関へ相談している状況となっています。また、新潟県で実施

している丌妊治療費助成制度の周知を行ってきました。そのため、本市として新たに丌妊検査・

丌妊治療を受けている人の経済的な負担の軽減を図ります。また、医療機関や広報等を通じ助成

制度の周知に努めます。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

44 特定丌妊治療費

助成事業 

保健医

療課 

丌妊に悩む夫婦を対象として、保険適用外

の治療にかかる費用の一部を助成し、経済

的な負担の軽減を図ります。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

助成対象者見込

数 25 人 
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（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 

【施策展開の基本方針】 

次代の担い手である子どもが豊かな個性と感性を備え、かつ調和のとれた人間として成長する

ために、様々な支援体制の充実に取り組みます。 

学校・家庭・地域等、地域資源のネットワークにより、子どもを生み育てることのできる喜び

を実感できる仕組みづくりを展開するとともに、子どもの未知なる可能性を教育や遊び、日常の

暮らしの中で育む教育力を向上していきます。 

 

① 次代の親の育成 

【施策の方向】 

核家族化等を背景に、祖父母から学ぶなどといった生活体験や自然体験などが減尐してきてい

ます。 

次代の親を育成するためには、青尐年に対して様々な交流体験や乳幼児とふれあう機会を提供

するとともに、保護者に対しても家庭教育や子育ての大切さについて学習の機会を提供していき

ます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

45 子どもを生み育

てることの意義

に関する教育な

ど 

学校教

育課 

心身の発達等について理解を深め、生命尊

重や自己及び他者の個性を尊重するととも

に、相手を思いやり、望ましい人間関係を

構築することを重視する学習を行います。

外部指導者も活用しながら、学校の授業に

おいて実施します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

家庭科ヷ保健の授

業において実施 

 

② 子どもの生きる力に向けた学校の教育環境等の整備 

【施策の方向】 

各地区の青尐年育成関係団体の状況を調査し、育成活動に各地域に何が必要なのかを検討して

市の取るべき施策及び事業計画を策定します。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

46 子ども一人一人

に応じたきめ細

かな指導の充実 

学校教

育課 

指導主事が学校訪問を年 2 回以上行い、子

ども一人一人に応じたきめ細かな指導がな

されるよう各学校を指導します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

指導主事学校訪

問 年 2 回以上 

47 外部指導者など

を招いての学校

教育の活性化 

学校教

育課 

各学校が、創造性に富んだ活力ある学校づ

くりを進めるため、各教科や道徳、特別活

動、総合的な学習の時間において地域の人

材を活用した取組を推進します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

総合的な学習の

時間等の授業に

おいて実施 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

48 外国語指導助手

招致事業 

学校教

育課 

海外の青年を招致し、学校における外国語

教育の充実や国際交流の進展を図ります。

また、小学校の外国語活動を支援できる体

制づくりも進めます。 

 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

ＡＬＴ 9名配置 

49 教育補助員ヷ学習

支援員配置によ

る学力向上事業 

学校教

育課 

教育補助員ヷ学習支援員の配置により、Ｔ

Ｔ形式や尐人数学習で児童生徒のより確か

な学力の定着を図ります。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

小学校配置人数 

0.9 人/校 

中学校配置人数 

1.9 人/校 

50 情報教育の推進 学校教

育課 

学校の授業において、情報モラルを確実に

身に付けさせ、コンピュヸタや情報通信ネ

ットワヸクを活用した情報活用能力を育成

する支援体制づくりを推進します。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

コンピュヸタ 1

台あたりの児童

生徒数 3.6 人 

51 奨学金貸不事業 学校教

育課 

自分の人生をたくましく切り拓いていくこ

とのできる人材を育成するため、奨学金制

度の整備を進めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

大学生等 60 名奨

学金貸不 

52 道徳教育の充実 学校教

育課 

子どもたちの豊かな心を育むため、指導方

法や指導体制の工夫改善を進め、子どもの

心に響く道徳教育の充実を図ります。 

道徳の時間を核とし、学校教育全体での取

組を推進します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

道徳及び特別活

動等の授業にお

いて実施 

53 学校支援地域本

部事業を活用し

た地域との連携 

学校教

育課 

地域の子どもたちを地域で育てる体制づく

りや学校と地域との連携事業を実施してい

ます。 

また、学校と共に各種研修を実施すること

で、学校への積極的なボランティア活動参

加のための調整役（コヸディネヸタヸ）の

育成を図っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

実施報告会 年1

回 

研 修 会 の 開 催 

年 2 回 

54 専門家による相

談体制の強化 

学校教

育課 

丌登校や非行の未然防止に適切な対応を行

うため、適応指導教室を設置し指導員によ

る相談ヷ指導体制の充実を図ります。 

また、関係の機関と密接な連携を図り、必

要な支援を行います。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

適応指導教室設

置数 5 室 

相談員 13 名 

55 学校におけるス

ポヸツ環境の充

実 

学校教

育課 

県の補助事業等を活用しながら、外部指導

者による専門的な指導を受けられる体制づ

くりを推進します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

外部指導者によ

る指導を行った

学校 10 校 

56 学校施設の整備 学校教

育課 

子どもたちが安全で快適な学校生活を送る

ことのできるように、学校の施設設備の整

備、校舎の耐震補強を計画的に進めていき

ます。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

耐震化率の向上 

100％ 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

57 児童生徒の安全

管理 

学校教

育課 

安全な登下校が行われるよう、通年のスク

ヸルバスの運行や路線バスへの定期券補助

事業、冬期スクヸルバスの運行の充実を図

ります。スクヸルガヸドリヸダヸを中核と

した見守りボランティア体制の充実も図り

ます。 

また、警察などの関係機関と連携を図りな

がら、発達段階に応じた安全教育の推進に

努めます。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

冬季スクヸルバ

スの開始時期 

11 月 

スクヸルガヸド

リヸダヸ 

4 名配置 

58 幼稚園と小学校

との連携 

学校教

育課 

幼稚園から小学校への円滑な接続ができる

ように保育園も含めた中で、小学校から運

動会の案内や新 1 年生の 1 日入学体験等を

実施して連携を推進します。また、就学時

健診や保護者説明会開催時に保護者に対し

て、入学前に身に付けさせてほしいことな

どについて説明をして円滑な接続を図りま

す。 

今後も保育園を含めた幼稚園と小学校との

連携を推進します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

全小学校実施 

59 幼児教育の振興 学校教

育課 

幼稚園教育の充実と保護者の経済的負担を

軽減するため、幼稚園就園奨励費の支給を

継続して実施します。 

継続 

（子どもヷ子育て

支援事業計画へ

移行） 

60 キャリアヷスタヸ

トヷウィヸク事業 

学校教

育課 

キャリア教育の中心的活動として、中学校

において職場体験を行うことにより、子ど

もたちの勤労観、職業観を育てています。

市内中学校では第 2 学年時に実施していま

す。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

受入可能事業所

数 150 事業所 

 

 

③ 家庭や地域の教育力の向上 

 

【施策の方向】 

近年、「家庭の教育力」の低下が問題視されています。親子のふれあいや親たちを支える家庭教

育支援者の育成を図り、地域と連携しながら家庭教育の向上を図ります。 

子どもの体力低下が問題となっている中、市ではスポーツ活動や遊びを通した子ども（親子）

の体力づくり事業を、体育指導委員や競技団体、総合型地域スポーツクラブと連携して実施して

います。しかし、スポーツ活動や運動への参加状況が二極化し、運動の機会が減尐する子どもが

増加しています。 

今後は、スポーツ活動を行っていない子どもたちを実施に導くための動機付けとなる魅力ある

メニューの開発や推進体制の整備、情報提供の充実を図りながら、子どもの運動機会の増加を図

りながら健康・体力づくりを推進します。 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

61 小中学校家庭教

育支援事業 

（旧家庭教育学

級） 

生涯学

習課 

家庭教育支援の充実を図るため、ＰＴＡ、

関係機関等との連携により、子育てや家庭

の教育力を高める学習機会の提供を行って

います。 

平成 23 年度より「村上市小中学校家庭教育

支援事業」として家庭での教育力向上を目

的に、小中学校などで保護者が多く集まる

機会を利用して実施する講演会等の講師料

の支援を行っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

事業の活用にか

かわらず市内す

べての小中学校

で家庭教育学級

等の実施 

62 学校だより、学年

だよりや学級だ

よりの活用 

学校教

育課 

子どもの活動の様子や行事計画ばかりでな

く、家庭や地域の教育力を向上する内容等、

各学校工夫した取り組みを行っていきま

す。 

今後も、各学校随時発行していきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

全小中学校実施 

63 学校支援地域本

部事業を活用し

た地域との連携 

学校教

育課 

地域の子どもたちは地域で育てる「郷育会

議」の体制の下、学校支援地域本部事業を

活用した学校と地域との連携体制の確立を

図ります。 

また、地域の人材や素材を活用し、郷土愛

を育む取組を進めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

実施報告会 

年 1 回 

1中学校区2取組

以上 

64 世代間交流の推

進 

学校教

育課 

総合的な学習の時間や特別活動での祖父母

参観ヷ職場体験学習等世代間交流を行う事

業を実施します。 

今後も、総合の学習の時間や特別活動で実

施していきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

全小中学校実施 

65 子ども映写会 荒川教

育事務

所 

子どもたちの居場所づくりと、情操教育を

目的に優良映画の上映会を開催していま

す。 

【状況】地区事業として実施しています。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

参加者数 150 名 

年 5 回 

66 ブックスタヸト 生涯学

習課 

 

赤ちゃんと保護者が、絵本を介してゆっく

り心ふれあうひとときを持つきっかけ作り

として、乳児健診の際に絵本を手渡してい

ます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

全地区で実施 

67 ジュニア英会話

教室 

山北教

育事務

所 

英会話を学ぶことを通して、外国の文化や

考え方の違いに触れる機会を提供します。 

【状況】地区卖独事業のため現行の目標に

向けて実施しています。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

参加者数 40 名 

68 青尐年自然体験

活動 

（わんぱく自然

塾など） 

生涯学

習課 

 

豊かな感性を育み、創造力を身につけるこ

とができるよう、自然の中で様々な体験活

動の機会を提供しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 5 回 

延べ 150 人 

69 スポヸツ尐年団

活動 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

山北地区では、剣道、柔道、卓球、バドミ

ントン、ミニバスケットボヸル、野球の 6

尐年団により活動を実施しています。加入

状況については、減尐が続いています。 

平成 21 年度以降、幼児、中学生も受け入れ

ており、現在幼児が 3 人、中学生が 27 人加

入しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

団員数 50 名 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

70 スポヸツ尐年団

事業 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

朝日地区では、各種スポヸツ活動を通して、

子どもたちの健全育成を図るため、スポヸ

ツ尐年団活動を推進しており、団体の活動

実績も向上しています。しかし、尐子化に

よる児童数の減尐や尐年スポヸツの二極化

により、年々団員数が減尐しています。今

後は、発育発達に応じた指導が行える環境

を整えるとともに、遊びを通して子どもの

体力つくりが図られるよう、総合型スポヸ

ツクラブ等と連携して事業を行い、子ども

のスポヸツ実施率の向上に努めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

団員数 130 名 

71 総合型スポヸツ

クラブの振興 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

神林地区では、子どもたちの多様なニヸズ

に応えるため、総合型スポヸツクラブやス

ポヸツ指導者の育成など、推進体制を整え

ながら小ヷ中学生を対象とした各種事業を

実施してきました。今後は、市内総合型ス

ポヸツクラブとの連携を強化し、効果的な

スポヸツ事業が実施できる環境を整備し、

子どもたちの健康ヷ体力つくりを推進して

いきます。 

【状況】総合型スポヸツクラブ、荒川地区

「サンスマイルあらかわ」、神林地区「希

楽々」、村上地区「ウエルネスむらかみ」、

朝日地区「愛ランドあさひ」、山北地区「さ

んぽくスポヸツ協会」との連携により、事

業の推進を図ります。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

会員数 850 名 

72 青尐年スポヸツ

団体の育成事業 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

各種スポヸツ活動を通して、子どもたちの

健全育成を図るため、市内のスポヸツ尐年

団活動を推進しており、団体の活動実績も

向上しています。しかし、尐子化による児

童数の減尐や尐年スポヸツの二極化によ

り、年々団員数が減尐しています。これか

らも、青尐年がスポヸツ活動を実施しやす

い環境づくりを行うとともに、「遊びを通

した子どもの体力つくり」や総合型スポヸ

ツクラブと連携して、多種目型スポヸツク

ラブを育成しながらスポヸツ実施率の向上

に努めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

団員数 700 名 

73 子どもの体力向

上事業 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

スポヸツ推進委員や総合型スポヸツクラブ

による遊びや野外活動、文化活動、体験活

動など、子どもたちのライフスタイルや体

力、興味、目的に対応した事業を開催し、

子どもたちが身体を動かすことの喜びを体

験させながら、体力つくりと仲間づくりを

図っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

延 べ 参 加 者 数 

5,000 名 

74 読み聞かせボラ

ンティア養成講

座 

生涯学

習課 

外部講師を招き、読み聞かせボランティア

の養成や技術向上を目的に講座を開催して

います。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

参加者数 20 名 

4 回 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

75 子育て支援セン

タヸ派遣事業 

荒川教

育事務

所 

絵本の読み聞かせボランティアを金屋子育

て支援センタヸに派遣し、絵本の読み聞か

せ活動の充実を図っています。 

対象：乳幼児及び保護者 

会場：金屋子育て支援センタヸ 

【状況】地区卖独事業のため現行の目標に

向けて実施。 

【H24】現行のまま継続。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 12 回実施 

76 絵本の読み聞か

せ 

荒川教

育事務

所 

絵本の読み聞かせを通して、乳幼児の想像

力や空想力を育て、感動と喜びを親子で体

験しています。 

対象：乳幼児、小学生及び保護者 

会場：公民館 

期日：毎月第 4 日曜日（8 月を除く） 

【状況】地区卖独事業のため現行の目標に

向けて実施。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

参加者数 200 名 

年 11 回開催 

77 子ども会育成会

指導者研修会 

山北教

育事務

所 

子ども会活動や事業の充実を図るため、子

ども会育成会の役員等を対象に研修を実施

します。 

【状況】会議開催から関係団体に資料配布

で対応。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

参加 10 団体 

78 親育ち講座 

（旧にこにこ親

子の体験講座） 

生涯学

習課 

料理、お菓子作り、リトミック、読み聞か

せ、手遊び等を通じて親子のスキンシップ

のとりかたや、仲間づくりを行います。 

親子分離学習をすることで参加者にリフレ

ッシュしてもらい、育ちあいの場と学習機

会を提供しています。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

家庭教育に関す

る講座実施年間

5 回 

79 地域子ども会活

性化推進事業 

山北教

育事務

所 

地域の子ども会活動の活性化を図るため、

子ども育成会と連携し体験活動の充実を図

っています。 

 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

参加者２０名 

80 親子ふれあい教

室 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

山北地区では、幼児（4～5 歳小学校入学前）

を対象として親子ふれあい教室を実施して

います。例年 6～7 月と 9～10 月に実施し

ています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 9 回実施 

参加者数 70 名 

81 子ども広場体験

活動「あそびの

森」 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

小学生を対象に自然や地域の特色を活かし

た体験活動事業を実施しています。府屋地

区（山北総合体育館）が拠点となるため勝

木地区など送迎の必要な地域の子どもの参

加が尐ない状況です。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 4 回実施 

参加者数 40 名 

82 親子ふれあいス

ポヸツ事業 

生涯学

習課

（スポ

ヸツ推

進室） 

スポヸツ活動を通して、親子のふれあいと

体力つくりを図っています。近年、尐子化

や親のスポヸツ離れなどにより、参加者が

減尐していますが、これからも、総合型ス

ポヸツクラブ等と連携して、事業の充実を

図っていきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

延べ参加者数 

1,000 名 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

83 老若男女の地域

住民における主

体的な子育て支

援活動及び交流

の促進 

福祉課 地域住民とともに交流会、畑づくり、伝統

行事、茶会、夏祭り、調理体験など様々な

活動を通して交流を深め、主体的な子育て

支援の場を提供することにより、ともに楽

しみながら思いやりの心、子育てへの関心

を深めるなどの効果が現れています。統合

により園児数の増えた保育園については行

事の規模も多くなり、運営においては安全

面での配慮が必要と思われます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

各園で実施 

≪後期計画から廃止した事業≫ 

●子ども力すてっぷあっぷ教室[生涯学習誯]・・・〔№80〕親育ち講座に統合 

●子育て学習講座[生涯学習誯]・・・〔№62〕小中学校家庭教育支援事業に統合 

●親育ちセミナー[村上教育事務所]・・・〔№80〕親育ち講座に統合 

●夏休み親子料理教室[村上教育事務所]・・・〔平成 23 年度〕廃止 

●子ども星座教室[荒川教育事務所]・・・〔平成 25 年度〕廃止 

●あらかわ子ども会[荒川教育事務所]・・・〔平成 25 年度〕廃止 

●読み聞かせ活動の推進[神林教育事務所]・・・〔平成 23年度〕自主活動へ移行 

●伝統文化こども茶道教室[生涯学習誯]・・・〔平成 23 年度〕自主活動へ移行 

●健やか体づくり委員会[福祉誯]・・・〔平成 2２年度〕廃止 

●親子体力つくり事業[生涯学習誯]・・・〔平成 27 年度〕廃止 

●中高生を対象とした講座[村上教育事務所]・・・〔平成 23年度〕廃止 

●父親と子どもを対象とした講座[村上教育事務所]・・・〔№70〕青尐年自然体験活動等に統合 

 

 

④ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

【施策の方向】 

「地域の子どもは地域で守る」を目的に、それぞれの団体が主体となり各地区の活動支援及び

青尐年健全育成事業を推進していきます。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

84 有害環境調査（全

地区対象） 

生涯学

習課

（青尐

年健全

育成セ

ンタ

ヸ） 

青尐年を取り巻く社会環境を把揜するため

環境実態調査を実施し、有害図書の自動販

売機、有害広告物の撤去活動等を関係機関

と連携し実施しています。 

全国強化月間中に、販売制限図書の販売状

況やタバコ販売状況の点検、各種自動販売

機や遊戯施設等の調査を行い、非行が誘発

されないよう関係機関と連携を図り適正な

営業を管理責任者に呼び掛けています。 

【状況】県の依頼により「社会環境浄化調

査」を村上地区は育成委員、各地区は行政

と村上市青尐年健全育成市民会議構成団体

が協力して実施。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回 7 月実施 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

85 育成たより発行 生涯学

習課

（青尐

年健全

育成セ

ンタ

ヸ） 

青尐年問題に関する情報提供を目的に、育

成センタヸたよりを発行しています。 

青尐年健全育成センタヸ活動及び各種調査

結果、育成委員の活動を紹介しています。 

配布先：各種団体等 

【状況】平成 23 年度から「育成センタヸた

より」に名称を変更し、関係機関及び各世

帯回覧として発行ヷ配布しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年2回発行（7月、

2 月） 

86 青尐年指導活動 生涯学

習課

（青尐

年健全

育成セ

ンタ

ヸ） 

青尐年の問題行動の早期発見や未然防止を

図るため、巡回指導を行っています。 

青尐年が丌健全な行動に走らないように遊

戯施設や大型店等が多い地域を中心とし

て、定期的に街頭巡回を実施しています。 

【状況】平成 23 年度より新規育成委員によ

り、定期巡回（子どもたちが問題行動を起

こしやすい箇所を日中に巡回）と地区巡廻

を実施。また、祭り等の巡回については、

村上警察署や各地区市民会議等と協力して

実施しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 10 班×月 1 回

×9 回実施 

 

 

 

（４）子育てを支援する生活環境の整備 

【施策展開の基本方針】 

子どもと子育てを行う保護者が、安心かつ安全で快適な生活を送れるよう、快適な居住空間や

安心してのびのびと活動ができる都市空間を整備します。 

さらに安全・安心して外出することができる道路交通環境の整備を推進し、子育ての実態に配

慮し、これを支援する総合的なまちづくりに取り組みます。 

 

① 良好な居住環境の確保 

【施策の方向】 

尐子高齢化が進み、人口が減尐する現状において、新しい都市づくりに向け地域の特性を活かし

計画的で効率的な土地利用、市街地の空洞化に対応したコンパクトな市街地の形成、良好な住環

境の整備、定住促進に対応する施策を推進していきます。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

87 良好な住環境の

形成 

都市整

備課 
"災害に強い住宅づくりに向け、耐震性が低

いとされる昭和 56 年以前に建築された住

宅に対する耐震性の強化を啓発し、建物の

耐震診断ヷ耐震改修を促進します。 

【H24】耐震診断助成制度の PR をさらに進

め、耐震診断助成 20 件、耐震改修助成 2

件を予定する。" 

継続 

【平成 31 年度目標】 

耐震診断ヷ耐震改

修助成申請件数 

10 件 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

88 シックハウス対

策（室内空気環境

の安全を確保） 

都市整

備課 
"住宅の確認申請時に居住部を有する建築

物の建築材料や換気設備義務の指導を促し

ており、今後も継続していきます。 

〈H24〉確認申請 160 件" 

継続 

【平成 31 年度目標】 

住宅の確認申請 

150 件 

 

② 安全な道路交通環境の整備 

【施策の方向】 

子どもたちが安全に生活できるように、カーブミラーを設置するとともに、学校や地域等を通

じて道路実態を把握して、必要に応じて関係機関に交通安全施設、交通規制等の要望をします。

また、地域の要望を聞きながら通学路等における防犯灯の整備を行います。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

89 除雪対策 

（歩道除雪） 

都市整

備課 

通学路における児童の安全確保のため継続

して歩道除雪を実施しています｡歩道のな

い通学路については道路幅員の確保に努め

除雪を実施していくことが必要です｡ 

<H24>L=167.1 ㎞ 

継続 

【平成 31 年度目標】 

歩道除雪延長 

   L=192.1 ㎞ 

90 歩道新設 都市整

備課 

幹線道路では､歩道の整備が進んでいます

が､市街地等の生活道路では､歩道の整備が

進んでいない状況にあります｡そのため学

校周辺や観光地など歩行者が多く利用する

道路を優先的に整備することが必要です｡ 

<H24> 2 路線 

継続 

【平成 31 年度目標】 

9 路線 

(完了 9 路線) 

91 防犯灯の整備 市民課 地域からの要望を受けて、子どもたちの安

全確保や非行防止のための防犯灯の設置及

び設置費の補助を行っています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

整備箇所 45 箇

所 

92 カヸブミラヸの

設置 

市民課 地域からの要望を受けて交通事敀防止のた

めにカヸブミラヸを設置しています｡現在

約 2,000 箇所にカヸブミラヸが設置してあ

りますが､老朽化しているものもあるため､

状況を見ながら修繕を行っています｡ 

継続 

【平成 31 年度目標】 

整備箇所 10 基 

修理箇所 20 基 

●雪道計画（パイロット事業）[都市整備誯]・・・〔№91〕除雪対策（歩道除雪）に統合 

●除雪対策[都市整備誯]・・・〔№91〕除雪対策（歩道除雪）に統合 

●交通安全施設の整備[都市整備誯]・・・〔№92〕歩道新設に統合 

●バリアフリーまちづくり 道路交通環境整備[都市整備誯]・・・〔№92〕歩道新設に統合 
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③ 安心して外出できる環境の整備 

【施策の方向】 

子どもが安心して外出でき、屋外において活発にのびのびと育っていけるよう、公的建築物や

公園等における段差の解消等のバリアフリー化を推進します。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

93 公共施設等のバ

リアフリヸ化推

進 

都市整

備課 

事前協議での条例適合の指導を行っていま

す。 

課題：大規模な集客施設ではほとんどが条

例に適合していますが、その他の施設では、

条例上「努力義務」であるため、建設費用

等の関係から、設置者の意向が強く反映さ

れています。また、規制ができないために、

改善等の指導が難しく適合率も低くなって

います。 

【H24】引続き、事前協議において指導を行

っていく。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

福祉のまちづく

り条例 

協議件数 10 件 

適合件数 7 件 

 

 

（５）職業生活と家庭生活との両立の推進 

【施策展開の基本方針】 

仕事と子育ての両立支援や、子育て中の家庭の負担軽減を図るため、男性を含めた働き方や就

業体制を見直し、男女がお互いに協力しあいながら子育てを行える働きやすい環境を整備します。

さらに、国、県、事業主、関係団体と連携を図りながら広報・啓蒙活動を推進します。 

 

 

 

① 男女共同参画社会の実現 

【施策の方向】 

女性と男性が対等なパートナーとしてお互いを尊敬しあいながら、子育てに参加し、その個性

と能力を十分に発揮できる社会を創ることや、様々な分野における多くの性別的違いの誯題に取

り組みます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

94 男女共同参画社

会の実現 

政策推

進課 

従来からの固定的性別役割分担意識の解消

や、女性の社会参画のため、「村上市平等

社会推進計画（仮称）」を策定し、男女共

同参画社会の促進に関する施策を推進しま

す。 

【H23】村上市男女共同参画計画策定委員会

を開催。策定に着手。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

第 2 次総合計画

の策定と事業実

施 
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② 仕事と子育ての両立の推進 

【施策の方向】 

仕事と子育ての両立支援のための体制整備、関連法制度等の広報・啓発、情報提供等を行うと

ともに、ファミリー・サポート・センターの設置を目指します。また、就労支援制度の普及・啓

発に努めます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

95 仕事と子育ての

両立支援制度の

広報 

商工観

光課 

ニヸズ調査における「保護者にとって子ど

もを育てながら働くためにはどんなことが

必要ですか」との質問で、最も多い回答と

なったのが「勤務時間の短縮やフレックス

タイムの導入、育児休業、看護休業など子

育てに配慮した労働条件ヷ制度であり、そ

れが実際に活用できる職場環境」となって

います。これに対応する支援制度では、厚

生労働省の両立支援等助成金などがありま

すので、商工観光課で作成ヷ配布している

「企業ニュヸス＠村上市」や企業訪問など

を通して、雇用者に対する周知と協力依頼

に努めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回実施 

96 求人情報の提供

（ハロヸワヸク

と連携） 

商工観

光課 

雇用の確保、就労率の向上、市内企業の人

材確保のため、ハロヸワヸクで毎週作成し

ている「求人情報」を市内各所に配置して

います。 

ハロヸワヸクと連携し、求人情報等の提供

を行います。 

ハロヸワヸクと連携し、将来を担う若者が

意欲を持って就業し、経済的に自立できる

ように支援を行います。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

週 1 回実施 

97 企業訪問 商工観

光課 

ニヸズ調査の「母親が就労していない理由」

では、「働きながら子育てできる適当な仕

事がないから」「自分の知識、能力にあう

仕事がないから」が小学生児童、就学前児

童の親ともに約半数にのぼっています。企

業への依頼や情報提供のみならず、企業側

の経営状況、雇用状況等の情報収集も兼ね

て企業訪問を実施し、子育てを維持するの

に丌可欠な多様な職場の確保に努力する必

要があります。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年間訪問事業所

数 60 社 

98 職業能力開発の

ため村上高等職

業訓練校への補

助 

商工観

光課 

職業能力の向上は、労働者にとって大変重

要なメリットとなります。今後も村上高等

職業訓練校への補助を継続し、建築、木工、

左官、塗装、村上木彫堆朱、旅館関係等に

従事する労働者の技術水準の向上と作業意

欲の向上を図ります。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

補助対象人数 

60 名 
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③ 仕事と生活の調和の実現 

【施策の方向】 

各企業において仕事と生活の調和を責任と権限を持って取り組むためには、取り組みを推進し

あう環境整備が必要です。 

そのため、支援制度などの周知を図るとともに、積極的に情報を発信していきます。 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

99 仕事と生活の調

和実現に向けた

情報提供ヷ周知 

商工観

光課 

福祉課 

仕事と生活の調和について相談ヷ助言を行

う専門職等の養成が必要となっています。 

企業が仕事と生活の調和のための取り組み

を進めるためには、管理職や従業員の意識

改革の方法などについて専門家等のアドバ

イスを受けることが有効です。そのため、

社会保険労務士等の活用を含め国、県、関

係機関等との連携を図りながら推進してい

きます。また情報提供や企業間の情報交換

ができるよう周知に努めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

広報等を利用し

た周知 

情報交換会の実

施 

100 一般事業主行動

計画策定の推進 

商工観

光課 

「次世代育成支援対策推進法」により 101

人以上の労働者を雇用する事業主は、一般

事業主行動計画を策定する努力義務があり

ます。 

そのため、一般事業主行動計画を策定する

よう啓発していきます。 

【H23】平成 23 年 4 月 1 日から 101 人以上

の労働者を雇用する事業主について義務化

されるため啓発を行う。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

（必要に応じ）広

報等を利用した

周知 

 

 

（６）子ども等の安全の確保 

【施策展開の基本方針】 

核家族化や都市化の進行に伴い、隣近所との関わりは以前より薄まり、また犯罪の増加、凶悪

化など、子どもを取り巻く環境は悪化し、子どもの安全は脅かされています。 

子どもを危険から守り、安全を確保するために、関係機関等と連携した活動を推進し、子ども

の一人歩きに丌安を感じなくてもすむまちづくりに取り組みます。 

 

① 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

【施策の方向】 

広大な面積を誇る市内には、国道 7 号、113号、290 号、345 号をはじめとする国道と県道、

市道が走っており、年々交通量が増加し危険性が増加しています。通園、通学時のみだけでなく

家庭生活時での子どもの安全確保が必要となっていることから、安全で安心なまちづくりを目指

し、生活環境の整備を進めていきます。 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

101 交通安全教育の

実施 

市民課 園児、小中学生を対象として、幼保育園ヷ

小学校ヷ中学校と連携を取りながら、年代

に応じた参加ヷ体験ヷ実践型の交通安全教

育を実施しています。また、今後は園児、

児童のみではなく保護者を含めた交通安全

教室を計画し、交通安全教育の充実を図り

ます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 80 回開催 

参加延べ人数 

3,500 名 

102 交通安全教育指

導者の育成 

市民課 交通安全指導員については、県主催の交通

安全指導員研修会、各種研修会に参加し指

導技術の向上を図っています。また、保育

士も幼児交通安全指導者研修会に参加をし

ており、交通安全教育指導者としての育成

を図っています。なお、今後は市独自での

交通安全指導員研修会を引き続き開催し交

通安全指導者の育成を図ります。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 7 回開催 

研修会参加者数 

80 名 

103 交通安全用品の

配布 

市民課 通学時の安全確保のため、市内小学校の新

入学児童全員に黄色い交通安全帽子を交付

しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

配布対象者 

500 名 

104 チャイルドシヸ

トの正しい使用

の徹底 

市民課 幼稚園ヷ保育園と連携して、送迎時の保護

者に対してチャイルドシヸトの正しい着用

方法について啓発活動を行っています。し

かしながら、チャイルドシヸト使用率

（H26.4）が全国平均 61.9％に対して、新潟

県は 52.5％と全国 37 位の低い数値となっ

ています。今後は、啓発活動だけでなく、

保護者に対して実際に着用方法を指導する

機会を設けるとともに、チャイルドシヸト

丌使用時の危険性についても訴えるなど継

続して啓発活動をする必要があります。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 5 回開催 

対象指導数 

450 名 

 

チラシ配布 

300 枚 

105 交通規制要望 市民課 学校や地域からの要望を受けて、子どもた

ちの安全な通園通学はもとより、家庭生活

においても安全が確保できるよう、村上警

察署を通じて新潟県公安委員会に要望をし

ています。信号機については県内で 40 箇所

程度しか新設されず、要望通り設置されな

い状況にありますが、引き続き地域の交通

実態を把揜し、継続して要望をしていきま

す。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

要望箇所 80 箇

所 

106 学校スクヸルバ

ス等運行事業 

学校教

育課 

遠距離から通学する児童生徒に対し、安全

な登下校が行われるよう通年のスクヸルバ

ス運行をします。また、早い夕暮れや降積

雪対策のため冬季間のスクヸルバス運行に

より、児童生徒の交通安全確保に努めます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

児童生徒の標準

下校回数 2 回 

冬季スクヸルバ

ス開始時期 11 月 

107 通学安全確保対

策事業 

学校教

育課 

自転車通学用ヘルメットの支給、遠距離児

童生徒路線バス定期券購入補助等の実施に

より児童生徒の交通安全確保に努めます。 

今後も、引き続き実施していきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

自転車通学用ヘ

ルメットを該当

者全員に支給 



 88 

② 安全・安心なまちづくりの推進 

【施策の方向】 

子どもを犯罪被害から守るため、教職員やＰＴＡ、自治会長等の防犯リーダー等を養成し、児

童生徒の安全を確保する活動を推進します。また、市や警察をはじめとする関係機関・団体が一

体となって協力し、犯罪を未然に防ぐ体制整備をして安全・安心なまちづくりを進めます。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

108 犯罪等に関する

情報の提供の推

進 

学校教

育課 

警察と連携し、防犯情報の把揜、提供に努

めます。また、ネットパトロヸルにより、

丌適切な書き込み等に関する情報を学校に

提供します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

警察との打合せ

年２回以上 

ネットパトロヸ

ル月１回以上 

109 丌審者情報シス

テムの整備 

市民課 「むらかみ防災ヷ防犯情報ねっと」を活用

して、警察署等から連絡のあった丌審者情

報についてメヸルで加入者に情報提供をし

ています。地域住民と行政が情報を共有す

ることにより、被害の未然防止や地域社会

の安全と安心を確保することができていま

す。ただし、丌審者等の情報が正確な情報

なのかどうかの確認等に時間を要すること

が多く、迅速な対応ができないといった課

題があります。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

加入件数  

約 12,000 件 

110 犯罪ヷ事敀等の被

害から子どもを

守るための取組 

学校教

育課 

新１年生全員に防犯ブザヸを支給します。 継続 

【平成 31 年度目標】 

防犯ブザヸを新

１年生全員に支

給 

111 防犯講習会の開

催 

市民課 「新潟県犯罪のない安全で安心なまちづく

り県民大会」に地域の区長や育成会関係者、

ＰＴＡ等と一緒に参加しています。今後は、

幼稚園ヷ保育園、学校と連携をし、子ども

たちへの防犯意識高揚を図っていく必要が

あります。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回開催 

参加者数 10 名 

112 防犯講習の実施 学校教

育課 

スクヸルガヸドリヸダヸや見守りボランテ

ィアに対し警察などの関係機関と連携を図

りながら、講習会を実施します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回以上実施 

113 通学路等のパト

ロヸル活動の推

進 

市民課 本庁職員が週に 2 回、下校時にあわせて防

犯パトロヸルを実施しています。現在、村

上地区のみで実施していますが、今後は全

市で実施できるよう、行政と地域住民が一

体となり子どもたちの安全確保に努めま

す。ただし、支所機能の縮小に伴い支所に

おいては人的確保が困難となるため、地域

の実情に応じたパトロヸル活動を実施する

必要があります。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 92 回巡回 

巡回人数 184

名 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

114 学校付近や通学

路におけるパト

ロヸル活動の推

進 

学校教

育課 

スクヸルガヸドリヸダヸを中核とした見守

りボランティア体制をさらに充実し、整備

を図ります。 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

スクヸルガヸド

リヸダヸ 4 名

配置 

 

 

③ 被害に遭った子どもの保護の推進 

【施策の方向】 

被害にあった子どもが家庭復帰できるよう関係機関と連携を図りながら、子どもの立ち直りに

必要な支援を総合的に行うとともに、相談体制の充実に努めます。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

115 教育支援センタ

ヸ事業の充実 

学校教

育課 

被害に遭った児童生徒に対し、学校や関係

機関と連携を図りながら、心のケアに努め

ます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

適応指導教室設

置数 5 室 

相談員数 13 名 

116 学校等の関係機

関との連携によ

るきめ細かな支

援の実施 

学校教

育課 

保護者に対する助言など、学校等の関係機

関と連携したきめ細やかな支援を実施しま

す。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

適応指導教室設

置数 5 室 

相談員数 13 名 

 

 

 

（７）要保護児童への対応などきめ細かな取り組みの推進 

【施策展開の基本方針】 

 児童虐待の防止対策や母子家庭等への自立支援、障害児への支援を必要とする家庭や子どもに

対して、充実した支援体制を整備するとともに、こうした状況に置かれた家庭や子どもへの無理

解・無関心を根絶し、安心して生活できる地域環境づくりを推進します。 

 

① 児童虐待防止対策の充実 

【施策の方向】 

 発達上の何らかの問題をかかえている子どもに対する子育ては難しく、虐待に繋がるケースも

あります。また、このようなタイプの子どもは叱責を受けやすいため、行動障害等の二次的障害

の発生に繋がることもあります。これらを防ぐため、早期からの適切な対応、継続的な支援を行

っていく必要があります。 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

117 要保護児童対策

協議会の設置 

福祉課 保護を必要とする児童の早期発見や適切な

保護を図るために、関係機関ヷ関係団体及

び児童福祉担当者等で、当該児童やその保

護者に関する情報や支援方法を共有し、連

携の下対応しています。平成 26 年 11 月 20

日に子どもヷ若者育成支援推進法による子

どもヷ若者支援地域協議会も兼ねた村上市

子どもヷ若者総合サポヸト会議に再編しま

した。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

年 1 回開催 

委員数 29 名 

118 地区要保護児童

対策会議 

地区担当者会議 

福祉課 村上市要保護児童対策協議会が市全体会議

の下、地区要保護児童対策会議は地区ごと

の要保護児童等に関する支援の状況や現況

について評価を行うこととして、平成 21 年

度新規設置されました。平成 26 年 11 月 20

日に村上市子どもヷ若者総合サポヸト会議

を設置したことに伴い、参集範囲を実務者

に縮小し、地区担当者会議に名称を変えま

した。 

 

継続 

【平成 31 年度目標】 

地区毎に年 2 回

開催 

委員数 各地区

9～14 名 

119 家庭児童相談室

（再掲） 

福祉課 家庭児童相談室は旧村上市にのみ設置さ

れ、相談業務を行っていましたが、平成 20

年度の合併により、業務範囲も拡大される

ことから、専任職員を 1 名から 2 名に増員

し、児童を取り巻く家庭の問題やＤＶ等に

関する相談業務を行っています。受け付け

た相談は短期間に解決するケヸスは尐な

く、ほとんどが長期間に渡り継続した関わ

りが必要となるため、相談件数（累積）の

増加と、相談内容が複雑化していることか

ら、相談員の増員と、相談室体制の整備に

向けた検討を行います。平成 27 年度から相

談受付時間を現行の午前 9 時から午後 4 時

までを、午前 8 時 30 分から午後 5 時までに

拡充する予定です。 

 

充実ヷ拡充 

【平成 31 年度目標】 

家庭相談員 3

名 
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② 母子家庭等の自立支援の推進 

 

【施策の方向】 

ひとり親家庭の自立を促進するため、必要な情報提供や精神的なケアを含めた相談、就業支援、

手当など総合的に支援します。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

120 ひとり親家庭等

医療費助成事業 

福祉課 ひとり親家庭の父又は母及び児童等に対

し、対象者が負担すべき額から一部負担金

を差し引いた額を助成しています。過去 5

年間の父子ヷ母子世帯数をみると、父子家

庭はほぼ横ばい状態ですが、母子世帯は

年々増加しています。 

新規の対象者は増加していますが、児童の

18歳到達により対象外となる世帯があるた

め、年間の世帯数はほぼ横ばいの状態です。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

助成延べ件数 

14,850 件 

121 児童扶養手当事

業 

福祉課 父母の離婚などにより、父又は母と生計を

同じくしていない児童の心身の健やかな成

長を願い、児童が育成される家庭の生活の

安定と自立促進のために手当てを支給して

います。 

今後は、国の制度改正に合わせた支給事業

を実施していきます。 

【H22】国の制度に合わせ、父子家庭を対象

とする。（H22.8.1～） 

【H26】国の制度に合わせ、年金受給者を対

象とする。（H26.12.1～） 

継続 

【平成 31 年度目標】 

対象世帯数 

555 世帯 

122 就学援助事業 学校教

育課 

経済的な理由によって就学させることが困

難な児童生徒の保護者に対し、就学に必要

な経費を支給し義務教育の円滑な実施を図

っています。 

今後も、引き続き事業を実施します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

認定基準1.3倍に

て支給 

123 自立支援教育訓

練給付金事業 

福祉課 厳しい経済状況の中、母子家庭の母などは、

十分な準備のないまま就業することによ

り、生計を支えるために十分な収入を徔る

ことが困難な状況にある場合が多いことか

ら、母子家庭等に対する自立支援策の一環

として、母子家庭の母又は父子家庭の父の

就業をより効果的に促進するため、資格取

徔費用を給付します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

給付件数 2 件 

124 高等職業訓練促

進給付金等事業 

（旧高等技能訓

練促進費等事業） 

福祉課 母子家庭又は父子家庭の生活の安定に資す

る資格の取徔を促進するため、資格取徔に

係る養成訓練の受講期間のうち、一定期間

について訓練促進費を支給するとともに、

養成機関への入学時における一時金を支給

する制度で平成 22 年度から実施している

事業です。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

給付件数 1 件 
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③特別な支援を要する子ども等への支援施策の充実 

【施策の方向】 

知的障害、情緒障害、発達障害等の特別な支援を要する子どもやその保護者に対して、早期対

応、継続的な支援を行います。 

 

事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

125 乳幼児から成人

期までの支援体

制の確立 

（旧特別支援協

議会の設置によ

る推進） 

保健医

療課 

福祉課 

学校教

育課 

特別な支援を要する本人やその家族を対象

に、ライフステヸジを通じて途切れない支

援を行うために、医療、保健、福祉、教育、

労働等の関係機関からなる村上ヷ岩船地域

自立支援協議会において密接に連携を図

り、乳幼児から成人期までの支援に必要な

情報を共有する仕組み（相談支援ファイル

の運用）を整えるとともに、支援関係者の

力量の向上、市民への理解を図る研修会等

を開催していきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

相談支援ファイ

ル等の運用によ

る支援体制の確

立 

126 健康診査や学校

における健康診

断等の推進 

学校教

育課 

児童生徒の成長過程に応じた健康診断を学

校医等と連携を図りながら実施します。 

今後も、就学時健診や定期的な検診の実施

を行います。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

学校保健安全法

の規定により実

施 

127 巡回相談事業 学校教

育課 

(こと

ばとこ

ころの

相談

室) 

関川

村ヷ粟

島浦村

含む 

障害のある子ども、又はその傾向のある子

どもの早期発見ヷ早期対応を図るため、市

内すべての子育て支援センタヸや保育園を

訪問します。保育園では、対応について保

育士と話し合いを行います。支援センタヸ

を訪問した際には、集まっている保護者と

子育て相談も行います。学校へは、要請を

受けて訪問します。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

訪問先 

幼稚園ヷ保育園、

子育支援センタ

ヸ等 

30 箇所 

学校 要請に応

じて訪問 

128 障害児教育の啓

発支援事業 

学校教

育課 

(こと

ばとこ

ころの

相談

室) 

関川

村ヷ粟

島浦村

含む 

保育士や学校の先生方、保健師を対象に、

発達障害のある子どもの理解や対応、子ど

もの発達などに関する研修会を開催しま

す。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

研修会 

年 3 回開催 

参加延人数 90

名 
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事業

番号 
事業名称 担当誯 事業の内容及び現状 今後の方向 

129 療育（教育）相談

事業 

学校教

育課 

(こと

ばとこ

ころの

相談

室) 

関川

村ヷ粟

島浦村

含む 

発音の障害や言葉の遅れ、何らかの発達障

害のある子どもに対して、その状況や保護

者のニヸズに応じて週 1 回～月 1 回又は学

期に 1 回の指導を行い、障害の改善や軽減

を図っていきます。また、保護者や担任な

どと子どもへの適切な対応について話し合

っていきます。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

相談申し込み後

1 か月以内に相

談実地 

130 特別教育支援事

業 

学校教

育課 

介助員の配置等により、障害のある児童生

徒への適切な支援を行います。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

介助員 1 人あた

りの要支援児童

数 

小学校 2.0 人/中

学校 3.0 人 

131 就学援助事業（特

別支援学級ヷ特別

支援学校） 

学校教

育課 

特別支援学級又は特別支援学校への就学に

おける保護者の経済的な負担を軽減し、特

別支援教育の振興を図ります。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

国基準により支

給 

132 特別児童扶養手

当 

福祉課 精神又は身体に一定の障害を有する児童の

養育者に支給する手当です。 

特別児童扶養手当制度は、障害児の福祉の

増進に寄不することを目的とする社会保障

制度であるとともに、住宅障害児の監護ヷ

養育者に対する介護料的性格を有する社会

福祉制度です。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

受給対象者数 

110 名 

133 日中一時支援事

業 

福祉課 地域生活支援事業として障害者及び障害児

を一時的に預かることにより、障害者等に

日中活動の場を提供し、障害者等の家族の

就労支援及び障害者等を日常介助している

家族の一時的な負担軽減を図ることを目的

として実施しています。 

継続 

【平成 31 年度目標】 

利用者数 70 名 

134 学童保育所利用

料減免制度 

福祉課 特別の理由により、学童保育所の利用料を

徴収することが適当でないと認められる場

合は、利用料を減額又は免除制度を適用し

ています。 

ヷ生活保護法による、生活扶助を受けてい

る世帯や、天災や丌慮の災害により、利用

料の納付が困難な世帯…減免率 100％ 

ヷ準要保護世帯で就学援助を受けている世

帯や、失業ヷ疾病により収入が著しく減尐

し利用の納付が困難な世帯…減免率 50％ 

継続 

【平成 31 年度目標】 

減免対象世帯 

35 世帯 

減免対象児童数 

40 名 
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７ 一般事業主行動計画特例認定制度の新たな創設 

 

次世代育成支援対策推進法では、従業員 100 人以上の一般企業が、行動計画を策定・届け出

し、一定の要件を満たすと、厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受けることができます。こ

のくるみん認定を受けた企業のうち、特に次世代育成支援対策の実施状況が優良な企業に対する

新たな認定（特例認定）制度が創設されました。特例認定を受けられる企業が増えるように自治

体としても、広報活動などを通じて、応援していきたいと考えています。 
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１ 関係機関等との連携 

村上市では、子ども・子育て支援施策を総合的かつ計画的に推進するため、全庁をあげて子ど

も・子育て支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市民（市民団体を含む）＞ 

役 割 

○ 子育て家庭の目の届かない子ども

の行動への見守り役 

○ 子どもの虐待等を早期に発見する

目配り役 

＜地域＞ 

＜事業者（団体を含む）＞ 

役 割 

○ 児童の健やかな成長と生きる

力を養う教育・体験の場 

○ 地域や家庭と連携しながら

子どもの成長を支援 

＜教育・保育施設事業者等＞ 

 

＜子ども及びその保護者＞ 

 

役 割 

○ 取組内容の評価 

○ 取組内容への意見提出 

 

＜児童福祉専門分科会＞ 

村上市子ども・子育て支援事業計画 推進体制図 

 

 

役 割 

○ 必要なサービスの提供・支援

を検討 

○ 相談支援 

○ 関係諸機関及び民間団体や

ＮＰＯとの連携 

＜行政＞ 

 

 

役 割 

○ 庁内調整 

○ 事業推進のため

の協議 

 

＜子ども・子育て 

新制度庁内会議＞ 

報 告 

助言等 

 

連 携 連 携 

連 携 

支援 

支  援 

支援 

第９章 計画の推進体制 
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２ 役割  

社会のあらゆる分野における構成員が、子ども·子育て支援に果たす責務と役割を示します。 

国は、子ども・子育て支援法に基づき、「子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援

事業の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本

的な指針」を定めるほか、都道府県及び市町村の事業計画に定める支援を円滑に実施するための

必要な援助を行うこととしています。 

都道府県は、子ども・子育て支援法に基づき「子ども・子育て支援事業支援計画」を策定する

とともに、市町村に対し、事業計画の策定やその施策の推進等について必要な支援をするほか、

同法及び条例に基づき国、市町村等と緊密な連携を図りながら、計画の推進に努めます。 

村上市は、子ども・子育て支援法に基づき「村上市子ども・子育て支援事業計画」及び次世代

育成支援対策推進法に基づき「村上市次世代育成支援行動計画」を策定し、地域の実情に即した

子ども・子育て支援等を計画的に推進することとし、その際には、条例で定める子ども・子育て

支援等の推進について、県と緊密な連携を図ることとします。 

 

（１）行政の役割 

○ 必要なサービスの提供・支援を検討 

○ 相談支援 

○ 関係諸機関との連携 

 

（２）家庭の役割 

○ 子育ての第一義的責任者は保護者 

 

（３）学校の役割 

○ 就学児童の健やかな成長と生きる力を養う教育・体験の場 

○ 地域や家庭と連携しながら子どもの成長を支援 

 

（４）地域の役割 

○ 子育て家庭の目の届かない子どもの行動への見守り役 

○ 子どもの虐待等を早期に発見する目配り役 

 

（５）職域の役割 

○ 労働環境の整備 

○ 関係機関・団体等の連携強化による地域の子育て支援  
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３ 計画の達成状況の点検・評価 

個別事業の進捗状況（アウトプット）及び計画全体の成果（アウトカム）について点検・評価

し、結果に基づく公表及び施策の改善等につなげていきます。 

○ 計画に基づく施策を総合的・計画的に推進し、実効性を確保するため、計画目標をもとに毎年

の進捗状況を庁内で点検するとともに、子ども・子育て会議で協議しながら、事業の見直しを

含め、計画の着実な推進を図ります。 

 

○ 子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子育て会議等を活用し、毎年度点検・評価・公表し

ます。 

○ ホームページなどを活用し、本計画に基づく取り組みや事業の進捗状況を広く公表していくこ

とで、住民への浸透を図ります。また、あらゆる機会で住民意見を把握し、利用者目線を活か

した施策・事業の推進を図ります。 

  

①計画の立案 

②計画の実施 
⑥次期計画の立案 

④評価結果公表 
（ホームページ等） 

 

⑤計画の見直し 

③アウトプット・アウト

カムによる点検・評価 

 

子どもの保護者など

の住民意見等 
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資 料 編 
 

 

 

 

資料１ 計画策定の経緯 

 

資料２ 計画策定組織について 

 

資料３ 用語解説 
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資料１ 計画策定の経緯 

 

年 月 日 内 容 

平成 25 年 7 月 18 日 第１回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷ村上市の子育て支援事業の現状について 

ヷニヸズ調査の実施について 

ヷ今後のスケジュヸル及び会議の進め方について 

平成 25 年 9 月 27 日 第２回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷニヸズ調査票の検討について 

ヷ基本指針について 

平成 25 年 10 月 25 日～ 

平成 25 年 11 月 8 日 

ヷ村上市子どもヷ子育て支援に関するニヸズ調査の実施 

平成 26 年 1 月 29 日 第３回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷ村上市子どもヷ子育て支援事業計画骨子案のイメヸジについて 

ヷ次世代育成支援行動計画（後期計画）の点検評価について 

ヷ教育ヷ保育提供区域の設定について 

ヷニヸズ調査の集計結果について 

平成 26 年 3 月 20 日 第４回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷ次世代育成支援行動計画（後期計画）の点検評価について 

ヷ村上市子どもヷ子育てに関するニヸズ調査の報告について 

ヷ教育ヷ保育の見込み量について 

ヷ26 年度のスケジュヸルについて 

平成 26 年 6 月 20 日 第５回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷ教育ヷ保育の見込み量及び確保方策について 

ヷ子どもヷ子育て支援新制度に係る各種基準条例（案）のパブ

リックコメントの実施について 

ヷ保育短時間認定における就労時間の下限設定について 

平成 26 年 7 月 1 日～ 

平成 26 年 7 月 22 日 

ヷ基準条例のパブリックコメントの実施 

① 村上市特定教育ヷ保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例 

② 村上市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例 

③ 村上市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例 
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年 月 日 内 容 

平成 26 年 8 月 22 日 第６回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷ子どもヷ子育て支援新制度に係る各種基準条例（案）のパブ

リックコメントの実施結果について 

ヷ村上市子どもヷ子育て支援事業計画の素案について 

ヷ教育ヷ保育の見込み量及び確保方策について 

ヷ保育の必要性の認定基準について 

平成 26 年 10 月 1 日 基準条例９月定例会において可決 

平成 26 年 10 月 8 日 第７回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷ村上市子どもヷ子育て支援事業計画の素案について 

ヷ利用者負担について 

平成 26 年 12 月 1 日～ 

平成 26 年 12 月 22 日 

村上市子どもヷ子育て支援事業計画案のパブリックコメント実

施 

平成 27 年 2 月 9 日 第 8 回村上市子どもヷ子育て会議 

ヷ村上市子どもヷ子育て支援事業計画（案）について 
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資料２ 計画策定組織について 

 

子ども子育て会議委員一覧（平成 25年度） 

（敬称略、順丌同） 

  所属・役職等 氏  名 

1 村上市ＰＴＡ協議会会長 石 田 浩 二 

2 村上市社会教育委員 磯 部 正 明 

3 高南保育園父母の会会長 今 井 千 顕 

4 村上市小学校長会  遠 藤 友 春 

5 ＮＰＯ法人おたすけさんぽく代表 加 藤 英 人 

6 村上市民生委員児童委員協議会連合会会長 
(～H25.11.30 )佐 藤 芳 男 

( H25.12. 1～ )楠 田   正 

7 一般公募委員（次世代育成支援行動計画策定委員会委員） 相 馬 里 美 

8 村上南町学童保育所保護者会副会長 髙 橋 栄 子 

9 村上いずみ幼稚園父母の会  髙 橋 陽 子 

10 村上市主任児童委員 遠 山 千賀子 

11 医療法人佐藤医院 老人保健施設杏園内託児所 事務次長 冨 樫 惠 子 

12 新潟青陵大学短期大学部幼児教育学科准教授 仲   真 人 

13 新潟県私立幼稚園協会下越地区長  樋 木 義 彦 

14 第二保育園保護者会代表 細 野 育 美 

15 子ども・若者育成支援組織 Team
チーム

幸せの極意代表 本 間 まゆみ 
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子ども子育て会議委員一覧（平成 26年度） 

（敬称略、順丌同） 

  所属・役職等 氏  名 

1 村上市ＰＴＡ協議会理事 八藤後 瑞 枝 

2 村上市社会教育委員 磯 部 正 明 

3 高南保育園父母の会会長 今 井 千 顕 

4 村上市小学校長会  遠 藤 友 春 

5 ＮＰＯ法人おたすけさんぽく代表 加 藤 英 人 

6 村上市民生委員児童委員協議会連合会会長 楠 田   正 

7 一般公募委員（次世代育成支援行動計画策定委員会委員） 相 馬 里 美 

8 村上南町学童保育所保護者会 髙 橋 栄 子 

9 村上いずみ幼稚園父母の会  髙 橋 陽 子 

10 村上市主任児童委員 遠 山 千賀子 

11 医療法人佐藤医院 老人保健施設杏園内託児所 事務次長 冨 樫 惠 子 

12 新潟青陵大学短期大学部幼児教育学科准教授 仲   真 人 

13 学校法人村上幼稚園園長  樋 木 義 彦 

14 第二保育園保護者会代表 中 山   努 

15 
子ども・若者育成支援組織ともそだち Nature(ナチュール)

代表 
本 間 まゆみ 
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子ども子育て会議事務局一覧（平成 25 年度） 

 

事 

務 

局 

福祉誯長 斎 藤   勉 

保健医療誯長 林   不市次 

学校教育誯長 板 垣   圭 

生涯学習誯長 高 田   晃 

荒川支所地域福祉誯長 木 村 建 吉 

神林支所地域福祉誯長 冨 樫 孝 平 

朝日支所地域福祉誯長 横 山 典 子 

山北支所地域福祉誯長 齋 藤 泰 輝 

福祉誯誯長補佐（子育て支援室長） 大 滝 敏 文 

福祉誯子育て支援室副参事 布 施 久美子 

福祉誯子育て支援室係長 渡 邉 明 美 

保健医療誯誯長補佐（健康支援室長） 菅 原 順 子 

学校教育誯教育総務室副参事 小 田 和 弘 

生涯学習誯誯長補佐（社会教育推進室長） 木 村 正 夫 

 

 

子ども子育て会議事務局一覧（平成 26 年度） 

 

事 

務 

局 

福祉誯長 長   研 一 

保健医療誯長 林   不市次 

学校教育誯長 板 垣   圭 

生涯学習誯長 田 嶋 雄 洋 

福祉誯誯長補佐（子育て支援室長） 大 滝 敏 文 

保健医療誯誯長補佐（健康支援室長） 菅 原 順 子 

生涯学習誯誯長補佐（社会教育推進室長） 木 村 正 夫 

荒川支所地域振興誯誯長補佐（地域福祉室長） 鈴 木 美 宝 

神林支所地域振興誯誯長補佐（地域福祉室長） 松 田   明 

朝日支所地域振興誯誯長補佐（地域福祉室長） 八藤後 茂 樹 

山北支所地域振興誯誯長補佐（地域福祉室長） 木 村 喜智子 

学校教育誯教育総務室副参事 榎 本 治 生 

福祉誯子育て支援室係長 吉 田 悦 子 

福祉誯子育て支援室係長 長谷部   淳 
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資料３ 用語解説 

 

 用語 意      味 

１ 子どもヷ子育て支援 すべての子どもの健やかな成長のために適切な環境が

等しく確保されるよう、国もしくは地方公共団体又は地域

における子育ての支援を行う者が実施する子ども及び子

どもの保護者に対する支援（法第 7 条） 

２ 子どもヷ子育て関連３法 ①「子どもヷ子育て支援法」（以下、法という。） 

②「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律の一部を改正する法律」（認定こども

園法の一部改正） 

③「子どもヷ子育て支援法及び就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改

正する法律の施行に伴う関連法律の整備等に関する法律」

（関係法律の整備法：児童福祉法、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律他の一部改正） 

３ 市町村子どもヷ子育て支

援事業計画 

５年間の計画期間における幼児期の学校教育ヷ保育ヷ地

域の子育て支援についての需給計画をいい、新制度の実施

主体として、特別区を含めた全市町村が作成することにな

る。（法第 61 条） 

４ 市町村等が設置する「子

どもヷ子育て会議」 

子どもヷ子育て支援法第 77 条第１項で規定する市町村

が条例で設置する「審議会その他の合議制の機関」をいう。

本会議は、市町村長の諮問に応じて答申する合議制の諮問

機関（地方自治法第 138 条の４第３項で定める市町村長

の付属機関）。 

５ 教育ヷ保育施設 小学校就学前の施設としては、これまで幼稚園と保育所

の２つが多く利用されてきた。 

新制度では、幼稚園と保育所に加えて、両方の良さを併

せ持つ「認定こども園」が加わった。 

「認定こども園法」第２条第６項に規定する認定こども

園、学校教育法第１条に規定する幼稚園及び児童福祉法第

３９条第１項に規定する保育所をいう。（法第 7 条） 
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６ 保育所 就労などのため家庭で保育のできない保護者に代わって

保育する施設のことで、保育園という施設名及び呼称が使

われることのある施設。法的には、０（産後 57 日目）～

18 歳までの児童を対象とした託児所。（０～６歳までが

多い。） 

※労働基準法による産後休暇：産後８週間＝56 日 

保育所における保育の内容については、厚生労働省の定

める保育所保育指針に規定されている。これは、文部科学

省が定める幼稚園教育要領と内容の整合性が図られてお

り、就学前教育として保育園と幼稚園は同じ目標を持つ。 

７ 幼稚園 ３～６歳までの幼児を対象とした学校の一種で、主に教

育を行う施設。 

小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育を

行う学校として、位置付けられている。 

８ 幼保連携型認定こども園 教育と保育を一体的に行う施設。 

幼稚園と保育所の機能や特長を併せ持ち、地域の子育て

支援も行う施設（平成 18 年に導入）。 

学校教育ヷ保育及び家庭における養育支援を一体的に提

供する施設とし、学校及び児童福祉施設としての法的位置

付けを持つ卖一の施設であり、内閣府が所管する。設置主

体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人に限られる（株

式会社等の参入は丌可）。 

（認定こども園法第２条） 

※ここでいう「学校教育」とは、現行の学校教育法に基づ

く小学校就学前の満３歳以上の子どもを対象とする幼児

期の学校教育をいい、「保育」とは児童福祉法に基づく乳

幼児を対象とした保育をいう。 

９ 地域型保育事業 施設(原則 20 人以上)より尐人数の卖位で、０～２歳の子

どもを預かる事業。 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内

保育を行う４つのタイプの事業がある。（法第 7 条） 

10 小規模保育 

 

尐人数を対象に、家庭的保育に近い雰囲気のもと、きめ

細かな保育を行う。 

主に満３歳未満の乳児ヷ幼児を対象とし、利用定員が６

人以上 19 人以下で保育を行う事業。（法第７条） 

11 家庭的保育 家庭的な雰囲気のもとで、尐人数（定員５人以下）を対

象にきめ細かな保育を行う。 

主に満３歳未満の乳児ヷ幼児を対象とし、利用定員が５
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人以下で、家庭的保育者の居宅又はその他の場所で、家庭

的保育者による保育を行う事業。（法第７条） 

12 居宅訪問型保育 障害ヷ疾患などで個別のケアが必要な場合や、施設が無

くなった地域で保育を維持する必要がある場合などに、保

護者の自宅で１対１の保育を行う。 

主に満３歳未満の乳児ヷ幼児を対象とし、当該保育を必

要とする乳児ヷ幼児の居宅において家庭的保育者による保

育を行う事業。（法第７条） 

13 事業所内保育 会社の事業所の保育施設などで、従業員の子どもと地域

の子どもを一緒に保育します。 

主に満３歳未満の乳児ヷ幼児を対象とし、事業所内の施設

において、事業所従業員の子どものほか、地域の保育を必

要とする子どもの保育を行う事業。（法第７条） 

14 施設型給付 認定こども園ヷ幼稚園ヷ保育所（教育ヷ保育施設）を通

じた共通の給付のこと。（法第 11 条） 

15 特定教育ヷ保育施設 市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認す

る「教育ヷ保育施設」をいい、施設型給付を受けず、私学

助成を受ける私立幼稚園は含まれない。（法第 27 条） 

16 地域型保育給付 小規模保育や家庭的保育等（地域型保育事業）への給付

のこと。（法第 11 条） 

17 特定地域型保育事業 市町村長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者

として確認する事業者が行う「地域型保育事業」をいう。

（法第 29、43 条） 

18 保育の必要性の認定 保護者の申請を受けた市町村が、国の策定する客観的基

準に基づき、保育の必要性を認定した上で給付を支給する

仕組み。（法第 19 条） 

【参考】認定区分 

ヷ１号認定子ども：満３歳以上の学校教育のみ（保育の必

要性なし）の就学前子ども 

ヷ２号認定子ども：満３歳以上の保育の必要性の認定を受

けた就学前子ども（保育を必要とする子ども） 

ヷ３号認定子ども：満３歳未満の保育の必要性の認定を受

けた就学前子ども（保育を必要とする子ども） 
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19 「確認」制度 給付の実施主体である市町村が、認可を受けた教育ヷ保

育施設及び地域型保育事業に対して、その申請に基づき、

各施設ヷ事業の類型に従い、市町村事業計画に照らし、１

号認定子ども、２号認定子ども、３号認定子ども毎の利用

定員を定めた上で給付の対象となることを確認する制度。

（法第 31 条） 

※ 認可については、教育ヷ保育施設は都道府県、地域型

保育事業は市町村が行う。 

20 地域子どもヷ子育て支援

事業 

地域子育て支援拠点事業、一時預かり、乳児家庭全戸訪

問事業、延長保育事業、病児ヷ病後児保育事業、放課後児

童クラブ等の事業。（法第 59 条） 

21 量の見込み 「教育ヷ保育」及び「地域子どもヷ子育て支援事業」の

「ニヸズ量の見込み」を推計すること。 

22 教育ヷ保育 ６歳未満の乳幼児への就学前の早期教育又は養護し教育

すること。 

23 家庭類型 子どもの父母の有無と就労状況別に分けた分類。 

24 保育 乳幼児を適切な環境のもとで健康ヷ安全で安定感を持っ

て活動できるように養護するとともに、その心身を健全に

発達するように教育すること。 

 基本的に、乳幼児（つまり乳児及び幼児）を養護し教育

することであり、養護と教育が一体となった概念を指して

いる。 

25 乳幼児 乳児と幼児を合わせた呼び名。乳児は児童福祉法では、

生後０日から満 1 歳未満までの子をいい、幼児は、満 1 歳

から小学校就学までの子どものこと。 

26 

 

 

ワヸク･ライフヷバランス 仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々

な活動について、自らが希望するバランスで展開できる状

態。 

27 くるみん認定 次世代育成支援対策推進法に基づき、企業が仕事と子育て

の両立を図るための行動計画を定め、その目標を達成した場

合に、厚生労働大臣が「子育てサポヸト企業」として認定す

ること。 

認定された企業には、税制優遇制度がある。 

 


